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日・中の株式会社における内部統治と従業員の位置づけ 
尹 相国 
 
はじめに  
 
コーポレート・ガバナンス論の比較分析にあたって 2つの分類方法があげられる。1つは
「所有者が誰か」という観点からの分類であって、もう 1 つは「だれのために経営される
べきか」という観点からの分類である。 
 
表 1 日欧米の企業概念比較 
企業概念 一元的企業概念 二元的企業概念 多元的企業概念 
内容 企業は株主の私有財
産 
企業は株主の私有財
産ではあるが従業員
の利益も考慮 
企業はすべての利害
関係者のもの 
中心的利害関係者 株主 株主・従業員 従業員 
該当国 アメリカ・イギリス ドイツ・フランス 日本 
出所：土屋守章・岡本久吉『コーポレート・ガバナンス論―基礎理論と実際―』有斐閣、2003 年、32 頁。 
 
したがって、表１のように、各国の企業を大きく 3種類に分けることができる。1つ目は
一元的企業概念である。一元的企業概念では株式会社が株主のものだと考えるが、中心的
利害関係者は株主になる。その代表はアメリカやイギリスというアングロサクソン国家で
ある。2つ目は二元的企業概念である。この概念は、企業は株主のものであると考えると同
時に、従業員の利益も考え、その中心的利害関係者は株主と従業員になる。ドイツとフラ
ンスがこのタイプになる。3つ目は多元的企業概念である。この概念は、企業はすべての利
害関係者のものと考えるが、従業員が中心的利害関係者である。その該当国は日本である。 
 アメリカにおいては企業が株主のものだと考えられることが多いが、なぜ日本において
企業がすべての利害関係者のものと考えられ、またそのなかで従業員が中心的な利害関係
者になったのか。日本の企業の場合、コーポレート・ガバナンスの特徴の 1 つとして「従
業員主権」というものがある。また、内部統治の特徴の 1 つとして経営者のほとんどが従
業員からの昇進者であることが挙げられる。 
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中国は、国有企業に株式会社制度を導入したのは 1990年代初め頃からであって、株式会
社の歴史がまだ浅い。そのため、中国は、様々な国におけるコーポレート・ガバナンスの
システムを検討し、それを批判的に吸収する必要がある。本論文では、まず、日本のコー
ポレート・ガバナンスのシステムに焦点を当て、株式所有構造、内部統治構造及び従業員
の位置づけという 3 つの内容の検討を行う。次に、その検討の手順に沿って、中国の国有
企業における内部統治構造について分析をする。 
 
第 1節 日本の内部統治 
 
１ 株式所有構造の特徴 
戦後、日本の株式所有構造の特徴は株式の「相互持合い」である。株式の「相互持合い」
が形成された要因を 2つの段階に分けて説明することができる。 
第 1段階は 1950 年代の前半である。戦後日本の財閥が解体された後、一時期経済はイン
フレーションとなった。そこでアメリカは「ドッジ・ライン」1と「シャウプ税制勧告」2に
よってインフレを終息させ、日本の大企業の近代化をはかった。さらに、1950 年 6 月 25 日
に起きた朝鮮戦争は日本の大企業の資本蓄積を軌道に乗せた。その後、中小企業間の系列
化、旧財閥系の大企業間の結合関係としての株式の相互持合いが始まるのだが、その契機
として、1949年と1953年の独禁法に対する2回の改正があげられる。第1次改正によって、
事業会社の株式所有は競争相手以外の株式を所有することが可能になり、第 2 次改正によ
って、金融機関による発行会社の株式所有割が 5％から 10％まで緩和された3。 
この時期の株式相互持合いの特徴は銀行を中心にした系列融資を目的とした、銀行とそ
れぞれの企業との間だけの持合い関係で成立するグループだったのである。 
第 2 段階は 1960 年代の後半から 1970 年代の前半と言える。この段階の変化として、顕
                                                  
1 「ドッジ・ライン」→「アメリカのドッジ（J.M.Dodge）公使によって指導・実施された 1949、50 年度
予算に見られる緊縮財政・超均衡予算主義のことを言い、48 年 12 月 GHQ によって示された経済安定 9
原則の具体化である。総需要の圧縮によってインフレを一挙に収束し、そこから生ずる輸出余力によ
って国際収支を均衡させることを主要なねらいとした。その財源的基礎を固めたのは、49 年のシャウ
プの税制勧告である。」（『経済辞典』第四版、有斐閣、2008 年、936 頁。） 
2 「シャウプ税制勧告」→「アメリカから来日したシャウプ税制使節団体が日本の税制の改革に関して 1949
年に行った勧告。所得税を中心とする租税体系の確立、制度・執行両面を通じた公正の確保、地方財
政の充実を基本理念として、税制全般にわたった。49 年度補正予算に伴う税制改正および 50 年度の
税制改正でほぼ全面的に実施され、ある意味ではその後の日本の税制系の根幹をなした。」（『経済辞典』
第四版、有斐閣、2008 年、548 頁。） 
3 奥村宏『法人資本主義の構造』岩波書店、2005 年、59～70 頁を参照。 
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著なのは資本自由化に対抗して「安定株主工作」が進められたことが挙げられる。その結
果、法人への株式の集中はさらに進展した。4 
1964 年から 1965 年までは証券恐慌対策とする株式凍結期間である。その時、株式を凍結
するために日本共同証券と日本証券保有組合が設立された。両者は主として投資信託組入
れ株を対象に株式市場から大量に合計 38 億 2448 万株を買い入れ、凍結した。特に一流大
企業の株式を多く凍結した。そして、1966 年から銀行、生命保険会社、発行会社の関連会
社を対象に、凍結株を放出した。こうした共同証券と保有組合を設立して、株の買入れと
放出は昭和 40年代、不況の解決策として登場したが、それが企業集団内での株式相互持合
い率をさらに高める契機となった。 
この時期にもう一点登場したものとして資本自由化に対抗するための株式の安定工作が
ある。資本自由化によってアメリカの多国籍企業が日本の市場を狙い、子会社の設立、日
本企業との合併会社の設立、日本の既存企業への資本参加など会社乗取りを目指したのだ
が、それを防止するための工作である。トヨタ自動車をはじめ自動車産業は相次いで金融
会社、子会社、部品関連会社に自分の株式をはめ込んだ。安定株主工作では株式に対する
需要と供給が大きくなるため、市場の株価も高騰したのである。 
以上では、戦後日本の株式所有構造において現れた株式の「相互持合い」という特徴を
中心に、それの形成の経緯を述べた。以下では奥村宏の解釈から「相互持合い」の意味を
みる。 
奥村宏によると、法人による株式所有形態には一方的所有と相互持合いの 2 つがある。
一方的所有は株式法人所有の一般的所有であり、これから派生した相互持合い式は日本に
独特なものである。 
 まず、一方的所有は親会社が子会社や関係会社の株式を一方的に所有するものである。
戦前日本の財閥による株式所有はこの一方的所有であった。詳しく述べるなら、戦前の財
閥では財閥家族が財閥本社の株を所有し、財閥本社が傘下会社の株式を所有し、傘下の会
社がさらに子会社の株式を所有するという形でのビラミッド型の一方的所有であった。ま
た、一般的に個人が株式を所有する場合は一方的に個人が出資者として、会社の株式を所
有していた。投資信託や年金基金などの機関投資家についても同じく一方的株式所有であ
る。 
これに対して株式相互持合いは株式会社が相互に株式を所有するということであり、こ
                                                  
4 奥村宏『法人資本主義の構造』、上掲書、71～82 頁を参照。 
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れはいわゆる日本的なものである。アメリカなど他の国でも会社間の所有が存在している
が、それは一方的所有である。日本の株式相互持合いは戦前から行われていたものである。
そもそも、戦前は財閥によるビラミッド型の一方的所有であるが、一部の財閥と傘下会社
の間にも株式相互持合いが行われるようになった。しかし、財閥本社は傘下会社の株式の
一方的所有が圧倒的に多く、傘下会社による財閥本社の株式所有は僅かであった。戦前の
株式の相互持合いは、一方的株式所有を補完するものと言えたのである。だが戦後、株式
相互持合いは大規模に行われ、株式持合いが日本の特徴的な株式所有形態になった。 
株式の相互持合いはいくつもタイプがある。1 つは「円環状のマトリックス」（図 1）で
ある。この型は旧財閥系企業集団の三菱、三井、住友において典型的なものであり、芙蓉、
第一勧銀、三和など新興企業集団においても不完全ながら行われていた。2つ目は独立系大
企業を中心に見られる「放射状の持ち合い」（図 1）である。 
 
図 1                   図 2 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）奥村宏『日本の株式会社』31 頁。        （出所）同書、32 頁。 
 
表 2 集団内株式所有率の推移 
年度 1970 1975 1977 1979 1981 1985 1987 1989 1992 1996 1999 
株式所有率
（％） 
21.68 23.89 23.86 25.43 25.48 23.4 22.65 21.64 22.21 21.37 20.05 
（出所）奥村宏『法人資本主義の構造』岩波書店、2005 年、139 頁。 
 
表 2は、1970 年から 1999 年の間の集団内株式所有率の推移であるが、30年間ずっと 20％
代を維持している。この株式相互持合いで注意すべきなのは、メインバンクと言われてい
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る銀行の役割である。財閥解体後唯一、法人として株式を持っていたのは各系列銀行であ
った。1953 年の第 2次独禁法改正後、銀行の株式の持ち比率は 10％まで上がり、メインバ
ンクとして株式相互持合いの先頭に立つ役割を果たしていた。また、企業集団の形成は単
に少数の企業の集まりではなく、数多くの企業の集まりであった。「それぞれのメンバー企
業は相手の発行株式の 2～3％程度の株式を所有しているにすぎないが、株式所有される側
からみれば集団メンバーによって 20～30％の株式を所有されている形になっており、一社
ずつの持株率はわずかだが、メンバー企業全部を合わせると十分支配可能な持株比率にな
る」5とこの状況を奥村はまとめている。 
このように、日本の株式所有構造は株式相互持ち合いが特徴になって、その中で重要な
役割を果たしているのはメインバンクである。戦後、日本の企業とメインバンクは次のよ
うな変化を遂げて今日に至っている。 
1950年代後半から日本の経済は高度成長期を迎えるようになった。この時期において設
備投資の機会が増えるに伴って、多くの企業は資金を、間接金融を行う金融機関から借入
れていた。特に、日本を代表とする 6 大企業集団はそれぞれ自分の金融機関を持って積極
的に系列融資を行った。しかし、1960 年代から系列融資が低下の傾向を見せ始め、1970
年代半ば以降はほぼ停滞の状態に陥った。この時期において、企業のメインバンクから撤
退するとおもわれたが、実際には、株式持合いの関係で企業とメインバンクの関係はます
ます強くなった。メインバンクは企業の安定株主工作に協力すると同時に、企業に対し一
方的に役員を派遣する形で銀行の優位性を保っていた。例えば 1983年度の金融機関による
企業への役員の派遣は以下のようである。 
「第一勧業銀行からは 177名、日本興業銀行から 162名、三菱銀行から 151名、富士銀
行から 146名、住友銀行から 130名、三和銀行から 109名などとなっている。」6 
以下の引用は1990年代に入ってからメインバンクを中心とする相互持合いを示したもの
である。 
「住友銀行が自民党の証券市場等活性化対策特命委員会に提出した資料によると、2000
年 3 月末の株式相互持合残高は、39 兆 9000 億円である。この金額は、東証上場の同じ
時期における株式時価総額 380兆円の 10.5％にもなる。株式相互持合残高 39兆 9000億
円のうち、銀行保有分は 20兆 1000億円で、全体の 50.4％を占めている。損害保険、証
                                                  
5 奥村宏『法人資本主義の構造』前掲書、197 頁。 
6 奥村宏『日本の株式会社』東洋新報社、1986 年、107 頁。 
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券会社分を加えた金融機関全体で見ると、上記 10.5％のうち、金融機関合計で 6％とな
り、残り 4.5％が事業会社保有分となる。」7 
 
２ 内部統治構造上の問題 
 
日本の株式会社には、株主総会、取締役会、監査役会という 3 つの権力機関が設けられ
ている。 
日本もほかの国と同じく株式会社の最高権力機関は株主総会であることが商法によって
定められている。しかし、戦後日本の株式会社は株式相互持合いという様式で、法人間の
株式の相互保有を保ちながら、株式会社間の関係を強めた。企業間の株式相互持合いは、
そもそも株式会社の最高権力機関である株主総会を無力にした。こういう意味で、株式相
互持合いは経営者支配を実現させたが、事実上株主の利益を損なうことになる。 
経営者は株主総会に先だって、積極的に株主から委任状を収集する。株式相互持合いの
場合、株式の所有者の主役はほとんど株式を持つほかの法人会社であるため、株式を保有
する法人会社の経営者から委任状を収集することが常識になっている。相手の会社も自社
の株式がほかの会社によって所有されているため、自社の委任状収集にも応じてくれるよ
うに積極的に他社の委任状収集に応じる。また、経営者による委任状収集は株主総会が行
われる前の普遍的現象である。佐久間はこの現象について、次のようにデータをあげて説
明している。 
「1996 年の株主総会において全議決権の 50％を超える議決権を委任状によって収集し
た会社（資本金 500億円を超えるもの）は 150社のうち 100社にのぼった。その多くは直
接的間接的に株式所有している企業から集められた白紙委任状にもとづいて議決権を行使
することができる。」8 
このような委任状収集は経営者が支配の便宜を計る行為といえるが、株主総会の開催に
おける形式化、形骸化も問題として指摘すべきものになっている。日本の株主総会の問題
として指摘されるのは、同時開催と短時間開催であることである。まず、株主総会の出席
者はほとんど社員株主の場合が多く、個人株主は出席しても議決権に対し影響を与えるこ
とができない。また、多くの会社は株主総会を短時間で終わらせ、平均でも 30分を超えな
                                                  
7 土屋守章・岡本久吉著『コーポレート・ガバナンス論―基礎理論と実際―』有斐閣、2003 年、176 頁。 
8 佐久間信夫『企業支配と企業統治』白桃書房、2003 年、203 頁。 
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いケースが多い。そして、会計決算日は同じであることから、同じ日に開催することも多
い。これは株主総会の形式化と形骸化に繋がり、事実上企業に対する支配は経営者による
ものになり、株式総会は株主の意見を述べる場ではないことを意味する。 
経営者支配によって引き起こされる問題は株主総会に対する操作だけではなく、企業の
不祥事など違法行為にまで及んでいる。企業の不祥事といえば、企業と総会屋への利益供
与問題が世間の注目を集める。表 3は 1984 年 5 月からの不祥事の事例であるが、多くの大
手企業は総会屋とかかわりがあることがわかる。特に、供与した金額から見ると11社が1000
万円台を超えている、その中でも高島屋、野村證券、第一勧業銀行、山一證券の四社によ
って供与した金額は億単位を超えている。 
  
表 3 商法（利益供与）違反事件一覧 
年月 対象会社名 供与総額 
検挙人数（人） 
会社側   総会屋側 
1984 年 5 月 伊勢丹 105 万円   3       10 
10 月 大阪変圧器（だいへん） 338 万 8000 円   2        7 
1986 年 6 月 そごう 17 万 7000 円   5        3 
7 月 ノリタケ 845 万円   3        4 
10 月 櫻護膜事件 1045 万円   6        7 
1987 年 1 月 小西六（現コニカ） 320 万円   4        9 
4 月 住友海上火災 200 万円   2        1 
1988 年 2 月 共和電業 350 万円   4        2 
10 月 パルコ 200 万円   3        2 
1989 年 5 月 富士火災海上保険 315 万円   3        4 
1990 年 4 月 日本合成化学工業 125 万円   3        4 
10 月 北海道振興 320 万円   3        3 
11 月 不二越 40 万円   3        1 
1991 年 4 月 平和堂 70 万円   4        1 
5 月 日興酸素 179 万 9382 円   1        2 
6 月 日興証券 110 万円   2        2 
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6 月 山一證券 100 万円   2        2 
9 月 野村證券 90 万円   1        2 
9 月 大和証券 90 万円   2        2 
9 月 京都機械工具 37 万円   1        2 
10 月 富山化学工業 305 万円   2        2 
1992 年 10 月 イトーヨーカ堂 2740 万円   3        3 
1993 年 7 月 キリンビール  4635 万円   4       45 
11 月 NTN 150 万円   3        1  
1996 年 6 月 高島屋 1 億 6000 万円   5        2 
1997 年 3 月 味の素 1000 万円   3       14 
5 月 野村證券 3 億 7000 万円   4        2 
6 月 第一勧業銀行 117 億円  11        2 
9 月 山一證券 1 億 700 万円   7        1 
10 月 大和証券 2 億 300 万円   7        1 
10 月 日興証券 1400 万円   6        1 
10 月 松坂屋 95 万円   1        1 
10 月 三菱自動車工業 2700 万円   4        7 
11 月 東芝 800 万円   1        3 
11 月 三菱電機 1600 万円   1        4 
11 月 三菱地所 1800 万円   1        3 
11 月 日立製作所 300 万円   1        1 
 （出所）村上亨 [ほか] 著『コーポレート・ガバナンスの多角的研究』同文舘、1999 年、6頁。 
  
 日本の商法では、取締役会は株主総会で選任された 3 人以上の取締役によって構成され
（254条と 255条）、会社の業務を決定し、取締役の職務の執行を監督する機関として定め
られている（260 条）。取締役のなかには代表取締役がいて、取締役会の決議によって選ば
れたものである（261条 1項）。ここで注目すべきことは、取締役会は業務の意思決定機関
であるが、業務の執行機関ではない。 
 したがって、取締役に対する次のような認識は当然であろう。つまり、取締役は株主総
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会から受託を受けると同時に、執行役員と管理層に対して管理と監視を行う機関である。 
しかし、現実には執行役が取締役を兼任することが問題となっている。それは、業務担
当の最上点にたる社長が取締役を兼任する場合もあれば、代表取締役を兼任するケースも
ある。こうなると、取締役会は業務の執行機関となると同時に、取締役会のメンバーが自
ら執行した業務を監視することになるか、あるいは、取締役によって行われた業務が同じ
メンバーの仲間によって監督されることになる。業務の担当社長が代表取締役を兼任する
場合、社長がすべての業務の権限を掌握することになる。上で述べたように、経営者が株
主総会に先だって、積極的に株主から委任状を収集し、株主総会における決定権を握る。
このような方法を通じて、経営者は自ら代表取締役に就任するのみならず、ほかの取締役
の選任の決定権を握ることができる。さらに、後継者も社長によって決められる。これは
バーリ＝ミーンズが提起したいわゆる経営者支配の問題でもある。 
日本の取締役会は、執行役が取締役会を兼任することもあって、取締役の人数が相当多
い。土屋と岡本によると、トヨタが 61人、新日鉄が 48人、三井物産が 42人という取締役
の人数構成になっている。取締役会のメンバーが大勢になっているのは日本のコーポレー
ト・ガバナンス特徴の１つとかかわりがある。その特徴を伊丹敬之の言葉で表現すると「従
業員主権」のことであるが、その特徴とのかかわりと言えば、日本の取締役は非常に「従
業員性」が強いことである。 
1998年より連合総合生活開発研究所は稲上毅が率いる「企業と社会研究委員会」を発足
させ現代日本のコーポレート・ガバナンスの現状と将来展望について社会学、経済学、会
社法、労働法からの多角的な研究を行った。そして、稲上毅らが日本のコーポレート・ガ
バナンスを特徴づけるために用いた根拠には次のような 2つのようなものがあった。 
1つは、経営者のキャリアには内部昇進型経営者が多いこと。稲上毅によると、日本の経
営者のキャリアは、4分の 3の経営者は内部昇進型経営者である。また、経営者達の平均年
齢は 60.3歳であって、彼らの平均勤続年数は 34.1年である。注目すべきことは、残りの 4
分の 1の経営者達は親会社かグループ内の会社から着任したものである。 
もう 1つは経営者の「従業員性」である。これは 2つの意味がある。1つは、代表取締役
が他の主管業務をもつこと。もう 1 つは、「事業本部長など主管業務をもつ取締役の場合、
その年収のかなりの部分は事業本部長等であることによる所得が占めている」ことである。
稲上毅らが 611 社を対象に行った調査の結果によると、2000 年ごろ経営者の「従業員性」
をもつ企業の割合は 80.7％であった。 
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 このように、日本の会社の取締役は社内昇進者が多い。これは、アメリカの取締役会の
メンバーのほとんどが社外取締役によって構成されていることと根本的な違いである。ま
た、アメリカでは取締役会のなかに監査委員会が設置され、専門経営者に対して監督機能
を発揮するのに対して、日本では監査役制度が設けている9。 
 監査役会は、株主総会で選任された監査役によって構成され、取締役の職務の執行を監
査する株式会社の常設機関である。監査役の人数は 3 人以上になっているが、そのうち 1
人以上が社外監査役でなければならない。監査役の任期は 4年（2002年 4月から）である。
監査役は業務の監査と会計の監査について権限を持つものとされている10。 
 しかし、日本の会社では代表取締役を兼任する執行役（社長）が実質的に監査役の人事
権を握っているため、監査役の無機能化になっている。監査役の問題を以下の 2 つにまと
めることができる。 
 第 1 に、監査役の監視機能を果たせない。表 3 で示したように、日本では企業における
利益供与事件が多発しているが、いずれも監査役の監視機能が果さないことが原因だと言
える。特に、その中には監査役が自ら総会屋に現金を渡した事例（イトーヨーカ堂）があ
れば、監査役が主導になって損失を回避するために行ったインサイダー取引事件もあった11。  
第 2に、社内監査役が主導になっている。日本の商法は、3人以上の監査役のメンバーの
なかで 1人以上の社外監査役の設置を要求している。しかし、社外監査役のなかには、「社
内出資者」やグループ企業からのものがかなり占めている。 
3 従業員の位置づけ 
以上の検討より、執行役兼代表取締役が事実上株主総会の前に議決権招集をして、株主
総会での主導権を握り、取締役や監査役の人事まで決定をすることが分かった。また、経
営者のなかにはほとんどが従業員からの昇進者であった。では、日本の従業員のコーポレ
ート・ガバナンスにおける位置づけをどのようにするべきであろうか。 
上では、日本のコーポレート・ガバナンスの特徴の 1 つとして、伊丹敬之の言葉を使っ
て「従業員主権」と表現したが、その従業員とはすべての従業員ではない。つまり、それ
                                                  
9 日本でも、平成 15 年から監査委員会の設置会社に移行した会社が続々登場されている。日本監査役協会
の公布によると、2011 年 8 月まで 87 社が委員会設置会社であった。   
10 監査役が持つ権限は具体的には次のようなものである。①株主総会への提出議案・書類の調査、報告義
務、②取締役会への出席権・取締役会招集権、③会社、子会社の業務・財産調査権、④取締役・使用人
に対する営業報告請求権、⑤取締役の違法行為などに対する差止請求権、⑥訴訟行為などに関する義務、
⑦取締役の責任免除に関する監査役の同意権。（土屋守章・岡本久吉の整理により） 
11 佐久間信夫『企業支配と企業統治』、前掲書、210～211 頁を参照。 
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は長期間企業にコミットする従業員のことで、パートで働く人々や女子社員はその仲間に
入っていない。具体的に、次の 3 つの条件が備えることによって主権者になるのである。
①その企業にとって最も大切かつ希少な資源を提供していること。②その資源の提供をか
なり長期的にし続ける意図と持っていること。③その企業の事業の盛衰によって大きなリ
スクをこうむっていること。 
伊丹敬之は、従業員主権によるガバナンスに対して、次のような 2 つの有効性があると
指摘した。1つは、現実的機能性であって、もう 1つは、制度的有効性である。前者は、現
実の中で、従業員主権がカネ、ヒト、法を含む企業活動の円滑な運営のために機能するこ
と。後者は、従業員集団へのチェックと経営者へのチェック面において有効性をもつこと
である。 
以上のように、「従業員主権」は日本のコーポレート・ガバナンスの特徴である。もし、
「従業員主権」をガバナンスの一つのモデルとして考える場合、何が条件であろうか。伊
丹敬之はその条件を次の 4つにまとめた。 
第 1 に、経済状況。経済状況とは、日本の経済が危機から高度成長という過程があった
ことである。つまり、戦後の日本経済が危機的状況になったあと、朝鮮戦争をきっかけに
復興にむかい、さらに経済の高度成長が始まった。 
第 2に、制度基盤。1つ目は戦時中軍部指導の日本政府が打ち出した政策である。例えば、
産業報国会制度（1938 年）、「経済新体制」構想（1940 年）、軍需会社法（1943 年）。2 つ
目は、戦後アメリカの進駐軍によって打ち出した「財閥解体政策」や労働組合法（1945年）
のことである。 
第 3 に、時代思潮。戦後の「財閥解体政策」や労働組合法などが日本社会に受け入れら
れたのは、社会的エネルギーがあるからだ。伊丹敬之によると、その社会的エネルギーは
「戦前の日本社会は、一般民衆からすれば抑圧された社会という側面も持っていた。その
側面が戦中の経験からより強く意識され、それが戦後になって平等への欲求のエネルギー
として爆発し、民主主義への願望が一気に強まった」12というものであった。 
第 4に、社会通念。これは 2つの意味が含まれている。1つは、江戸時代の商家以来、事
業や企業の所有に対する観念が共同体関係者による「総有」であったこと。もう 1 つは、
権力の正当性に対する考え方である。日本では、株主の所有者は企業権力の所有者になる
                                                  
12 伊丹敬之『日本型コーポレート・ガバナンス―従業員主権の理論と改革―』日本経済新聞社、2000 年、
181 頁。 
14 
 
という考えが日本に入る前に、すでに江戸時代から「所有ではなく帰属、財産ではなく貢
献とコミット面と之大きさ」13が権力正当性の根源になっていた。 
 伊丹敬之は、経済、制度、思想、文化という四つ側面から、戦後日本の企業で「従業員
主権」が形成される要因をあげた。しかし、この 4 つの条件から、現在企業の中でどのよ
うな仕組みによって「従業員主権」が支えられているのか。それを明らかにするために、
以下では日本の労使関係の役割を検討する必要がある。 
 日本型労使関係といえば、終身雇用と年功賃金の以外に、戦後でき上がった企業別労働
組合を外してはいけない。 
 戦後日本の労働組合は民主化の担い手として、積極的に労働運動を広めた。その労働運
動は、労働条件と福利厚生のみならず、事業計画や経営者の任命などに関わる生産管理闘
争または業務管理闘争であった。そういう意味で、当時の労使協議会が労働組合主導型と
呼ばれている。 
 しかし、1955年日本生産性本部が設立されてから、労働組合主導型の労使協議会が経営
者主導型に変わった。その変化のきっかけになったのは、日本生産性本部が提示した労使
関係モデルであった。労使関係モデルとは、「①生産性向上は雇用保障を高めるべきこと（レ
イオフでなく配転で対処）、②労使協議の推進、③生産性向上による成果の経営・労働者・
消費者間における公正な分配」14という「生産性 3原則」によるものであった。 
日本の労働組合はいわゆる企業別の労働組合である。企業別の労働組合が定着したのは
1960年代の高度成長期であった。企業別労働組合は 1970年には組織率が 85.3％であった
ものが、その後組織率が持続的に低下し、1999年には 22.2％までに落ちた。最近の労働組
合に対してあまり評価することができないが、高度経済成長期における企業別労働組合に
対して評価をしなければいけない。そして、その評価を次の 3つにまとめることができる。 
第 1 に、企業別の労働組合のもとで労使協議制という協力的労使関係は、日本経済の高
度成長に大きな支えになったと同時に、日本の企業の国際的競争力の強化に貢献があった。 
第 2に、1973年と 1979年の 2度にわたる石油危機においては柔軟な賃上げ要求の対応
によって、他の国より早く危機から脱げ出した。その賃上げ対応とは、従来の大幅な賃上
げ要求から、「経済の発展」「物価の安定」「企業経営改善」などを総合的に判断して賃上げ
                                                  
13 伊丹敬之『日本型コーポレート・ガバナンス―従業員主権の理論と改革―』、前掲書、181 頁。 
14 稲上毅『現代日本のコーポレート・ガバナンス』東洋経済新報社、2000 年、254 頁。 
15 
 
を要求して、対応を変換したことである15。 
第 3 に、日本の企業は長期雇用の慣行によって企業内での内部労働市場が形成された。
企業レベルでは、社会経済情勢の変化に合わせて、新技術の訓練の以外に、労働条件、賃
金、退職金などに対して調整を行う必要があった。したがって、企業別労働組合は内部労
働市場の労働条件規制に最も効率的な組織形態とする役割を果たした16。 
 
第２節 中国の内部統治構造上の問題と従業員の位置づけ 
 
中国の国有企業の内部統治構造は「新三会」と「旧三会」によって成り立っている。つ
まり、中国の国有企業は、株式会社制度が導入されたといえ、旧計画経済の時期からあっ
た党委員会、労働組合（工会）、職員代表大会という 3つの制度がまだ残っている。そして、
中国は、計画経済の時代からあった党委員会、労働組合（工会）、職員代表大会を合わせて
「旧三会」と呼んで、株式会社制度のもとでの株主総会、取締役会、監査役会を合わせて
「新三会」と呼んでいる。この節では、次の 4 つの内容に分けて中国の国有企業における
内部統治構造の分析を行う。まず、株式会社制度が導入されて以降、どのような特徴をも
つ株式所有構造が形成されたかを検討する。次に、どのような特徴を持つ「新三会」が展
開されたかを検討する。さらに、旧計画経済期からあった「旧三会」制度と「新三会」制
度の関係を見る。最後に、中国の国有企業における従業員の位置づけを確認する。 
 
１ 株式所有構造の特徴 
 
中国の株式所有構造の特徴は国家による所有が多いことであるが、それを以下の 2 つの
段階に分けて説明する。 
 
1）1992年以降の株式会社の所有構造 
 1992 年 5 月に発布した「株式会社規範意見」により、所有の主体から株式を国家株、法
人株、個人株、外資株など 4 種類に分類した。しかし、注目すべきものは株式の流通の形
態からの分類である。株式流通の形態から非流通株と流通株に分けられている。さらに、 
                                                  
15 土屋守章・岡本久吉『コーポレート・ガバナンス論―基礎理論と実際―』、前掲書、291 頁を参照。 
16 稲上毅『現代日本のコーポレート・ガバナンス』、前掲書、255 頁を参照。 
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表 4  株式の構成 
 単位：億株 
（出所）中国証券監督委員会（各年の株式構成表）により筆者が作成したもの。17 
 
非流通株は国家株、法人株と従業員持ち株 3種類があって、流通株は A株、B株、H株 3種
類がある18。 
ここで、中国証券監督管理委員会統計資料から作った表 4 をあげて中国の株式所有構造
の特徴を説明する。 
当初、中国政府は株式会社制度導入に対して憂慮があって、その試行段階から慎重にな
っていた。株式会社制度の試行はほとんどが「全人民所有制企業」と「集団所有制企業」
で行われていたため、株式を発行するまえの固定資産と流動資産を全て政府による投資の
形で非流通株（国家株と法人株）に換算した、これは発起人（起業者）株式の主な一種で
                                                  
17 2000 年までの数字は中国証券監督管理委員会の公式サイト（以下）によるものを修正した 
のである。2002 年と 2004 年の数字は私が両年度の数字を調べて作成したものである。
http://www.csrc.gov.cn/n575458/n4239016/n4239073/n8876669/n8876886/8906749.html（2008 年 12
月 12 日、参照） 
18 A 株とは人民元流通株のことであって、B株とは国内上場外貨建て流通株のことである。H株とは国外市
場での上場株のことである。 
  1992 年 1994 1996 1998 2000 2002 2004 
非流通株 48.19  458.50  789.69  1664.85  2437.43  3838.54  4572.23  
国家株 28.50  296.47  432.01  865.51  1475.13  2773.43  3344.20  
国内法人株 9.05  73.87  224.63  528.06  642.54  664.51  757.32  
外資法人株  2.80  7.52  14.99  35.77  46.20  53.26  70.30  
募集法人株 6.49  72.82  91.82  152.34  214.20  299.70  345.02  
内部従業員株 0.85  6.72  14.64  51.70  24.29  15.62  8.94  
その他 0.00  1.10  11.60  31.47  35.07  32.02  46.45  
流通株 21.18  226.04  429.85  861.94  1354.26  2036.90  2577.18  
A 株 10.93  143.76  267.32  608.03  1078.16  1509.22  1992.53  
B 株 10.25  41.46  78.65  133.96  151.56  167.61  197.01  
H 株 0.00  40.82  83.88  119.95  124.54  360.07  387.64  
株式総数 68.87  684.54  1219.54  2526.79  3791.69  5875.44  7149.41  
17 
 
ある。新規株式の募集については流通株になっている。中国の株式構成の中で非流通株の
割合はかなり高い。表 4のように、非流通株は 1992 年の 48.19 億株から 2004 年の 4572.23
億株まで増えたが、全体株に占める割合は 69％から 64％になっていて、60％以上の高い割
合をずっと保っていた。そのなかで国家株は 29億株から 3344.20 億株に増加している、占
める割合も 42％から 47％になっていて、株式全体の中で主導的存在になっている。非流通
株のなかでは、国家株以外に法人株と内部従業員株などがある。さらに、法人株の中で国
内法人株、外資法人株、募集法人株に分類されている。国内法人株と外資法人株は発起人
株式に分類されているが、募集法人株と従業員株は非発起人株に分類されている。 
ここで、国有株が主導的存在になった原因は、企業の固定資産と流動資産を株式に換算
した分が多いからである。 
国有株の特徴としては 2 つがあげられる。すなわち、市場占有率が高いと株式市場での
売買ができない。国有株は株式市場が登場した当時からずっと上場株式総数の 45％を保っ
ている。また、国有株は市場で売買できないだけではなく、配当がないことも事実である。
これは中国政府の敵対的買収を防ぎ、株式所有構造を安定化させるためということが考え
られる。 
 ただし、非流通株は株式市場で取引ができないと決められているが、一部株においては 
法人同士での協議による譲渡が認められている。そして法人同士による非流通株の協議譲
渡価格は、基本的には 1 株純資産を基準に決められているので、流通株よりかなり低いの
である。 
 
2）「株権分置改革」以降の所有構造の特徴 
（1）「株権分置改革」 
 中国の株式市場における流通株と非流通という分類は、社会主義を放棄しないで市場経
済を目指す漸進的な改革に原因がある。1990 年代初め頃、当時の中国の政府は次のような
3つの憂慮をもって、上海と深圳に 2つの証券交易場を立ち上げて、大・中型国有企業の株
式会社化に足を踏み切った。それは、①株式発行によって、国有資産が私有化になるでは
ないかという憂慮。②株式発行によって、国有資産が流失されるではないかという心配。
③株式発行によって、全人民所有制の主導的な存在が揺れるではないかという憂慮19。その
結果、上場株式が流通の形態から流通株と非流通株に分類された。これはいわゆる「株権
                                                  
19 傅子恒『股権分置改革全接触』経済管理出版社、2006 年、3頁を参照。 
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分置」でもある。すなわち、「株権分置」とは、株式を流通株と非流通株の 2種類に分類す
ることによって、株式交易市場で 2 つの株価または 2 つの所有権形態が現れ、さらにそれ
に対し中国政府は 2つの制度を設けなければならなくなった20。 
 中国政府が正式に「股権分置改革」に取り組んだのは 1999 年からである。「株権分置改
革」は、主に非流通株を流通株に転換させることを内容とする改革であった。注目される
ことは、非流通株を市場で流通させる場合、株価の転落によって流通株主の利益が損なわ
れる可能性がある。これを防ぐために、当時の各株式会社は「対価支払」という方式で、
流通株主に対し損失を補償してあげた。しかし、「対価支払」とはいえ、同一の方法ではな
く、各株式会社によって次のようなさまざまな方法が採用されていった。①「株式による
補償」（送股）、②「現金による補償」（派現）、③「総株数の削減」（縮股）、④「新しい株
式の購入権による補償」（贈送権証）、⑤「株価と経営業績による株式の原価保障」（股価及
経営業績承諾）。 
その中で、多くの株式会社は「株式による補償」を採用した。実に、「株式による補償」
には「存量」と「増量」という 2つの方法がある。「存量」とは株式の総額を維持しながら、
非流通株主が一部の株式を流通株主に譲る方法である。例えば、「宝鋼股份」がこの方法を
採用し、この会社の非流通株主の側が流通株主に対し、1 株（流通株主が持ち分）に 0.22
株（流通株主がもらた分）を譲った。「増量」とは、株式会社が全体株式の数を増やす方法
である。そして、非流通株主は非流通株の増量分を流通株主にあげる。例えば、民生銀行
がこの方法採用したが、それは 10株（旧）を 11.55株（新株）に増量させる方法であった。
この場合、非流通株主が持ち株の総額は変わらないが、持ち株の比率は減ることになる21。 
  
表 5 上位 100社の三大株主の所有制の状況（会社数） 
 
国有 民営 外資 自然人 
第一の大株主 85 10 4 1 
第二の大株主 42 38 17 3 
第三の大株主 29 42 26 3 
出所：仲継銀『董事会与公司治理』中国発展出版社、2009年、378頁。 
 
                                                  
20 これを中国語で「不同股、不同価、不同権」と呼んでいる。 
21 傅子恒『股権分置改革全接触』、前掲書、41～42 頁を参照。 
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以上のように、各株式会社は自主的に方法を選択して「株権分置改革」を行った。その
後、各株式会社の年度報告における株主の構成には国家株という項目がなくなった。その
代りに、大株主の欄にはいくつかの会社の名前が入っている。しかし、それらはいずれも
国家を大株主とする株式会社である。表 5は、2008年、上場会社上位 100社における第 1
位から第 3 位までの大株主の所有制の状況を表わしたものである。表 5 で示したように、
2008年、上場会社上位 100社のうち 85社は第 1位の大株主が国有の形態である。さらに、
第 2位の大株主と第 3位の大株主の場合、国家による所有がそれぞれ 100社のうち 42社と
29社になっている。 
 
表 6 第一大株主の所有制の状況（会社数） 
 
政府機関 産業会社 保険会社 他の機関 自然人 合計 
国有 11 71 1 2 
 
85 
民営 
 
10 
   
10 
外資 
 
2 1 1 
 
4 
自然人 
    
1 1 
合計 11 83 2 3 1 100 
出所：仲継銀『董事会与公司治理』中国発展出版社、2009年、379頁。 
 
ここで、国家がさまざまな形をとって大株主になっている。例えば、政府機関、産業会
社、銀行、証券会社、保険会社、投資基金。第 1 の大株主の場合、表 6 のように産業会社
が一番多く 85社のうち 71社である。次に多いのが政府機関であって、100社のうち 11社
になっている。22 
以上のように、株式会社制度を導入して以降、中国では株式の流通の形態から株式を流
通株と非流通株に分類した。この独特な分類方法によって、国家株と法人株が非流通株式
に分類され、しかもその規模が大きいため一般株主の利益を損なう問題までになった。こ
の問題を解決するために、中国の政府は「株権分置改革」に踏み切った。それの以降、国
家株と法人株が上場市場において流通するようになった。しかし、形式的に国家株が法人
会社による所有になったが、事実上国家の主導的存在があまりに変わらなかった。 
 
                                                  
22 仲継銀『董事会与公司治理』中国発展出版社、2009 年、378～379 頁を参照。 
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2 内部統治構造 
1）株主総会制度と実態 
 株主総会（股東大会）は会社法第 99条によって株式会社（股份有限公司）の最高権力機
関として定められた。株主総会は以下の権限（会社法第 100 条）を有している。 
「①会社の経営方針と投資計画の決定 
②非職員代表からの取締役と監査役の選任と解任、取締役と監査役の報酬事項の決定 
③取締役会報告の審議承認 
④監査役会か監査役からの報告の審議承認 
⑤会社の年度財務予算案と決算案の審議承認 
⑥会社の年度利潤配分案と欠損補填案の審議承認 
⑦会社の登録資本の増減についての決議 
⑧会社の社債発行についての決議 
⑨会社の合併、分立、解散及び清算などの事項についての決議 
⑩ 会社定款の改正 
⑪ 社定款に定められた他の職権」23 
 
実に、以上の 11 の権限は会社法（第 38 条）で定めてある有限責任会社の株主総会の権
限と全く同じものである。それの以外に、株式会社における株主総会は有限責任会社の株
主総会よりもっと幅広い権限を持っている。例えば、有限会社の株主総会が株式の発行の
決議権を持つことは考えられないものである。具体的に、株式会社における株主総会の権
限を以下のように解釈することができる24。 
①重要な経営の決定権。株主総会は直接に会社の経営に携わることではなく、ただ会社
の経営方針と投資計画を決定する。また、株主総会は次のような会社の重大な利益と関わ
りがある事項に対し決定権を持っている。①ほかの会社に投資する場合、②他者に担保を
提供する場合25、③株式が上場されてから 1年以内で重大な資産を売買する場合。 
                                                  
23 張海棠『公司法―適用与審判実務―』中国法制出版社、2009 年、91 頁。では川井伸一『中国上場企業
―内部支配のガバナンス』創本社、2003 年、80 頁において日本語訳にされているが、中国の新会社法
を厳密に翻訳するため、日本語訳は参考として使った。 
24 以下 6つの内容は、張海棠、前掲書、214～215 頁を参照。 
25 他社に担保を提供する案について、会社は「会社法」あるいは「会社定款」に基づき、株主総会で決議
を通さなければならない。特に、上場会社が 1年以内での担保額が会社の資産総額の 30%を超える場合、
株主総会で絶対多数の株主の支持を得る必要がある。 
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②人事の任免権。株主総会は取締役や監査役の任免権を有するだけではなく、法人代表
の交替についても決定権を持っている。 
③報告や法案の審議承認権。株主総会は、取締役会からの報告または監査役会か監査役
からの報告に関して審議承認権を持つと同時に、会社の年度財務予算案と決算案、利潤分
配案、欠損補填案についても審議承認権を持っている。 
④重要な事項に対する決議権。この決議権は、上で述べた登録資本の増減、社債発行、
会社の合併、分立、解散及び清算などの事項についての決議だけではなく、次の 6 つの事
項についても決議権がある。a 株式発行と募集資金の使用、b 会社の自社株式の買い、c 積
立金の使用、d会計事務所の選任と解任、e清算の確認、f行政再議と訴訟。 
⑤定款の改正権。会社の定款には、会社の名称、住所、経営の範囲、設立の方式、資本
の構成、創業者の状況、組織の構成などの重要な事項が記載されている。このような定款
の決定や改正はいずれも株主総会によって行われている。 
⑥会社定款に定められた他の職権。これは、会社法で決まった 10 の権限のほかに、会社
が自ら株主総会の権限を決めることである。しかも、この権限は違法しないことが条件に
なっている。 
 株式総会は年度総会と臨時会議の 2 つがある。年度総会は年に１回開催されている会議
である。臨時総会は特別な事由26がある場合、開催しなければならない会議である。株主総
会の招集は基本的に取締役会よって行われる。取締役会が招集することができない場合、
監査役会または 10%以上の株式を持っている株主が招集することもできる。年度総会が開催
される 20 日前までに、開催の時間、場所、審議の事項を株主に通知しなければならない。
株主の議決権は１株１議決権が原則である。特別な決議は総会参加者の有する議決権の 3
分の 2以上が条件であるのに対し、一般の決議は半分以上が必要になる。 
会社法は以上のような株主総会の権限を明確しているが、各株式会社の実施状況がどう
なっているのか。ここで、2008 年中国社会科学院が上場株式会社のうち上位 100社を対象
に調査したデータを基づき、次のような 4 つの内容を確認する。①株主総会の権限項目の
設定状況、②資産の売買額と担保額が資産総額に占める割合、③株主臨時総会の提案と招
                                                  
26 会社法第 101 条において、臨時総会は次のような特別な事由がある場合開催されると規定されている。
①取締役の人数が本法律で定めた人数あるいは会社定款で定めた人数の 3分の 2を満たさない時、②会
社の未補填の欠損が株式総額の 3分の 1を達する時、③単独であるいは合計で会社の株式 10%以上をも
つ株主が（会議の開催）を求める時、④取締役会が必要とする時、⑤監査役会によって開催を提議する
時、⑥会社定款に規定された他の事情。 
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集、④株主の取締役候補の提案権。 
① 株主総会の権限項目の設定状況。 
上位 100社のうち 98社は、会社法の定款に定めてある 10の権限を取り入れている。他
の 2社は 10の権限のうち 8の権限しか設けていない。特に、100社のうち 46社が会社法
の定款より多く 15の権限を設けており、これは 100社の平均値でもある。このような株主
総会の権限項目の設定状況からは、会社が株主重視の体制をとっているかどうかについて
確認することができる27。 
 
表 7 資産の売買額と担保額が資産総額に占める割合 
 
25% 30% 33% 50% 合計 不明 
資産の売買額 
 
81 4 1 86 14 
担保額 2 79 1 1 83 17 
出所：仲継銀『董事会与公司治理』中国発展出版社、2009年、380頁。 
 
② 資産の売買額と担保額が資産総額に占める割合の設定。 
上で述べたように、資産の売買額が総資産額に占める割合と担保額が総資産に占める割
合は、株主総会で決議される重要な事項である。しかも、その決議は総会参加者の有する
議決権の 3分の 2以上が条件になっている。2つの比率に関しては、資産の売買額の調査に
応じたのは 86 社であって、担保額の調査に応じたのは 83 社であった。両割合の設定状
況はいずれも 25%、30%、33%、50%という 4 つのパータンから確認することができる。詳し
くは表 7 の通りである。表 7 で示したように、両比率は普遍的に高い比率で設定されてい
る。一番高いのは 50％であって、普遍的に採用されているパータンは 30%である。この両
比率の設定比率が高いことは、中・小株主が重要な事項に対する発言が難しいことを意味
する28。 
③ 株主臨時総会の提案と招集。 
上位 100 社は、臨時総会の提案と招集の資格について基本的に会社法の規定に従ってい
る。臨時総会の提案の資格に関して、100 社のうち 80社が株式の 3%以上をもつものとして
                                                  
27 仲継銀『董事会与公司治理』、前掲書、379 頁を参照。 
28 仲継銀『董事会与公司治理』、同書、380 頁を参照。 
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いるのに対し、19 社が株式の 5%をもつものとしている。1 つの会社は調査不明になってい
る。臨時総会の招集資格に関しては、100 社のすべてが会社法に定めた 10%としている。こ
の二つの資格の設定は、低ければ低いほど中小株主の意見が株主総会に届きやすくなる。 
④ 株主の取締役候補の提案権。 
この調査に関して、調査に応じた会社は 100 社のうち 82 社であった。82社の取締役候補
の提案権は会社によって違う。それぞれの会社が次のような比率を実施している。すなわ
ち、株式の全体の 1%、3%、5%、10%、30％をもつものが取締役候補の提案権を有している。
具体的に、1％が 5 社、3％が 41 社、5％が 30 社、10％が 5 社、30％が 1 社になっている。
このように、国家機関が大株主なっている中国の株式会社では、特に個人株主が取締役候
補の提案権を持つことは難しいことである。 
 以上のように、各株式会社は会社法に従ったものの、いずれもが高い基準で設置されて
いる。それに、株式所有構造では国家機関が大株主になっているため、国家機関が株主総
会における主導権を握っている。したがって、大株主と個人投資者の株主総会に関わり方
が全然違う。一方の国家株主と法人株主は、大株主として自分の所有の優位性を保つため
に株主総会の参加に積極的である。もう一方の多くの個人投資者は、株主とする権利意識
が低く、市場での株式売買による収益（キャピタル・ゲイン）を目的にし、株主総会にあ
まり参加をしない。 
 
2）取締役会制度と実態 
株式会社（原文「股份有限公司」）における取締役会は会社法（109 条）により次のよう
に作られている。取締役会は５～19 人の取締役によって構成されている。そのうちに職員
代表を含むことは可能である。取締役会は以下のような権限を持っている。 
「①株主総会を招集し、株主総会に活動を報告する 
②株主総会の決議を執行する 
③会社の経営計画と投資案を立案する 
④会社の年度財務予算と決算案を立案する 
⑤会社の利潤分配案と欠損補填案を立案する 
⑥会社の登録資本の増減および会社債券発行案を立案する 
⑦会社の合併、分割、解散の方針案を立案する 
⑧会社内部の管理機構の設置を決定する 
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⑨会社社長（総経理）任用しまたは解任する。社長の指名に基づき、会社の副社長、財
務責任者を任用しまたは解任し、その報酬事項を決定する 
⑩会社の基本管理制度を制定する 
⑪会社定款に定められた他の職権」29 
 
表 8 「股份有限公司」 
取締役会の構成 ・5人～19 人 
・職員代表の設定⇒可能（任意） 
・会長１人 
・副会長の設定⇒可能 
・会長と副会長は取締役会で取締役メンバー半数以上の投票により任命 
取締役の任期 １期 3年、連期可能 
取締役会の職権 同上 
取締役会の会議 ・毎年 2回以上、10 日前までに取締役と監査役に通知 
・株主議決権の 10 の 1以上をもつ株主、または取締役の 3分の 1以上あるい
は監査役会によって臨時取締役会の開催を提起することができる。取締役会
は提起を受けてから 10 以内に取締役会を招集または主催する。 
・会長が招集または主催する 
・会長が不可能の場合、副会長によって行われる 
・副会長が不可能の場合、半数以上の取締役が１人を推薦する 
取締役会の議事方式と議決手順（程序） ・取締役会の会議の開催は過半数の取締役の参加が必要 
・会議の決議の決定に関して、取締役の過半数によって決定 
・１人１議決権 
社長（経理）の設定と職権 ・社長の任用または解任は取締役会によるものである。 
・職権 
・取締役が社長を兼任することが可能 
出所：作者作成。 
                                                  
29 黄海嵩『中国国有企業改革問題研究』中国金融出版社、2007 年、132～133 頁。では川井伸一、前掲書、
88 頁において日本語訳にされているが、中国原文を厳密に翻訳するために、日本語訳は参考として使っ
た。 
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株式会社（原文「股份有限公司」）における取締役会に関する内容をまとめると、表 8の
ようになる。 
（1） 専門委員会の実態 
2002 年、中国証券監督管理委員会は、「上場会社カバナンス準則」（原文「上市公司治理
準則」）を発布し、上場会社の取締役会には次のような 4つの専門委員会を設置すべきだと
定めた。すなわち、戦略委員会と会計審査委員会（審計委員会）、指名委員会、報酬委員会
及び考課委員会（考核委員会）。また、4 つ専門委員会には次のような具体的な職権がづけ
られた。 
① 戦略委員会の職権。会社の長期発展戦略と重大な投資対策について研究し、建設的な意
見を出す。 
② 会計審査委員会の職権。外部会計審査機関の受入と更訂の提議、内部会計審査制度の設
定、会社内部の会計情報の審査及び公開。 
③ 指名委員会の職権。取締役と経理（社長）の選考標準の研究、優秀な取締役と優秀な経
理の探し、取締役と経理候補の審査。 
④  報酬委員会及び考課委員会（考核委員会）の職権。取締役と経理の標準の研究、取締
役と経理の報酬法案の研究および審査。 
（2） 専門委員会の設置状況 
 以上のガバナンス準則が出される前まで、専門委員会を設置した上場株式会社はわずか
であった。例えば、王中傑の 2001 年度 98の上場株式会社を対象に調査した結果によると、
専門委員会を設置した会社はわずか 8.6％であった。ただし、当時 98 社の中で、上の 4 つ
の専門委員会のほかに次のような専門委員会を設置した会社があった。①資産管理委員会、
②専門家顧問委員会、③執行委員会、④発展決定委員会、⑤リスク統制委員会、⑥計画発
展委員会、⑦財経管理委員会などがあった30。 
2002 年の「準則」が発布されて以降、専門委員会の設置した会社は大きく増えた。丁忠
明らの 119 の上場株式会社を対象に行った調査によると、2007 年度 119 社のガバナンス準
則の実施状況は119社のうち92.44％の会社がガバナンス準則に従い専門委員会を設置した。
しかし、各上場会社における専門委員会は、形式的なものにすぎず、専門委員会の役割を
全然果さなかった。専門委員会には次のような問題があった。まず、準則において審査委
員会の中には少なくも 1人の独立取締役がいるべきと定めてあるが、その独立取締役は事
                                                  
30 川井伸一『中国上場企業―内部支配のガバナンス』創本社、2003 年、100 頁を参照。 
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実上会社の外で働くものが多かった。次に、専門委員会の職権は取締役会で集団の討議に
よって代替された。また、ほとんどの会社における取締役会は規模が小さいため、１人の
取締役がいくつの専門委員会のメンバーになるケースが多かった31。 
 
表 9 2007 年度と 200 年度の委員会の設置状況 
委員会の数 2008 年度調査 2007 年度調査  
企業数 割合（％） 累計割合（％） 企業数 割合（％） 累計（％） 数量状況 
1～2 
3 
4 
5 以上 
合計 
16 
24 
31 
12 
83 
19.3 
28.9 
37.3 
14.4 
100 
19.3 
48.2 
85.5 
100 
13 
30 
18 
13 
74 
17.6 
40.5 
24.3 
17.6 
100 
17.6 
58.1 
82.4 
100 
 
おお不足 
ややおう不足 
比較的適当 
適当 
出所：仲継銀『董事会与公司治理』中国発展出版社、2009年、170頁32。 
 
丁忠明らの結論は、中国社会科学院の調査においても同じであった。中国社会科学院は、
上位 100 社の上場株式会社を対象に、2007 年度と 2008 年度における専門委員会の設置状況
と専門委員会会議の回数に関する調査を行った。そして、次のような 2つの結論を出した。   
1 つは、専門委員会が設置されたものの、専門委員会の数が足りないこと。中国社会科学
院は、次のような 5 つの標準に設定し、専門委員会の設置状況を調べた。①1～2 がおお不
足、②3 がやや不足、③4 が比較的に適当、⑤5 以上が適当。その結果を表 4－10 にまとめ
てあるが、表で示したように、2007 年度には 58.1％の会社、2008 年度には 48.2％の会社
が「上場会社カバナンス準則」で定めてある最低条件 4つに達してない。 
もう 1 つは、専門委員会の会議数が少ないこと。2007 年度上位 100 社のうち 3 分の 1 の
会社における各専門委員会の会議の平均数が 2～3 回である。また、3 分の 1 の会社におい
て各専門委員会の毎に 4～6会議を開き、ほかの 3分の 1の会社では専門委員会ごとに 7回
以上の会議を開いた。2008 年度の上位 100 社の上場会社における会議数が前年より上がる
傾向があった。しかし、それは当年の金融危機に原因があると思われる。 
                                                  
31 丁忠明・等著『中国公司董事会治理研究』合肥工業大学出版社、2009 年、116 頁を参照。 
32 両年度の調査では、いずれも上位 100 社を対象に調査を行ったが、確定された会社数は 2007 年度には
74 社であって、2008 年度には 83 社である。 
27 
 
中国社会科学院の研究者である仲継銀は、以上の問題の原因が「一股独大」にあると指
摘した。つまり、それは国家が中心になって大株主なったことである。 
 以上では、取締役会における専門委員会の設置状況と専門委員会会議の回数から検討した。
もちろん、この 2 つ状況から上場株式会社における取締役会の具体的な運営の内容を透視
することができない。しかし、国有企業の株式会社化にあたって、以上の 2 つの状況の改
善は現段階の最低限の課題であろう。 
（3） 取締役の実態 
 普通、取締役は、会社の中で取締役の職の以外に管理職や技術職があるかどうかによっ
て、2種類の取締役がある。イギリスでは、取締役の職以外に他の職がある場合執行取締役
（executive director）と呼んで、ほかの職がない場合非執行取締役（non-executive director）
と呼んでいる。アメリカでは、この二つを社内取締役（management director）と社外取締
役（non-management director）と呼んでいる。中国の場合、以上の呼び名が全部取り入れ
られている。会社集団のなかの親会社では取締役を社内取締役と社外取締役に分けている
のに対し、上場株式会社では取締役を執行取締役と非執行取締役に分類している。しかし、
中国の会社法では、以上の二種類の分類に対して厳密に区別してない。ただし、2001年中
国証券監督委員会は、「上場会社での独立取締役制度の設定に関する指導意見」（原文「关
于在上市公司建立独立董事制度的指导意见」）を発布し、取締役のなかで 3分の 1以上が「独
立取締役」であることを上場株式会社に要求した。2006 年新しく修訂された会社法（123
条）においても、独立取締役の選任が強調されているが、これが中国で初めての社外取締
役制度と言えるものである。独立取締役とは、非執行取締役の一種であり、会社と何の経
済的利益関係を持たず、単独に会社の経営管理に対し監督機能を発揮することができる取
締役のことである。例えば、上場会社またはその関連会社の職員と親族関係を持たない人、
上場会社またはその関連会社の財務や法律などと関連がない外部の人が該当する。 
上場株式における取締役の状況を次の 3 つから検討することができる。すなわち、取締
役の背景、取締役と大株主の関係、取締役と会社の各管理部門の責任者との関係である。 
① 取締役の背景  
ほとんどの上場株式会社は、旧国有企業が株式会社制企業に転換されたものである。そ
して、当時の取締役のほとんどは旧国有企業の工場長や党支部書記であった。現在、上場
株式会社において独立取締役を除く執行取締役と非執行取締役の特徴は 2つある。1つは、
ほとんどが旧国有企業の時代で働いたことがあるものであって、もう 1 つは、本社の派遣
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か職員代表から選ばれたものである。独立取締は、政府機関、科学研究機関、教育部門な
どでの経験者ある。このように、国有企業に株式会社制度を導入したといえ、取締役の人
事採用は旧国有企業時代とあまり変わらない33。したがって、会社の経営の仕組みもあまり
変わらないだろう。 
② 取締役と大株主の関係 
 2000年上海証券取引場の 250社に対する調査によると、1999年度 250社の取締役の中
で、筆頭株主から派遣された取締役が 53.9％を占めており、第 2位の大株主と第 3位の大
株主から派遣された取締役の数を合わせると 70％になる。しかも、第 1位から第 3位まで
の大株主は政府か政府の管理の下での法人会社である34。 
 「股権分置改革」の以降、取締役と大株主の関係には次のような特徴が現れた。筆頭株
主の持ち株が上場株式会社の全体株式の 50％より低い場合、筆頭株主から派遣された取締
役が取締役の全体に占める比率は、筆頭株主の持ち株率より高い。筆頭株主の持ち株率が
50％を超える場合、筆頭株主から派遣した取締役の比率は持ち株の比率より低い。このよ
うにして、筆頭株主が積極的に支配権を握っている35。 
③ 取締役と会社の各管理部門の責任者との関係 
上場株式会社の取締役は、会社の管理職、あるいは子会社の経理（社長）などの他の職
を兼任することが多い。特に、執行取締役が財務部経理を兼職するケースが多い。このよ
うな取締役は財務職の経験者、または子会社の経理か管理職から選ばれたものである。現
在の株式会社の多くは旧国有企業から転換されているため、中国の管理者はまだ他の国の
管理者に比べ管理の経験が少ない。ゆえに、取締役と会社の各管理部門の責任者について
は、あまり評価することができない。 
 
3）監査役会制度と実態 
（1）監査役会制度 
監査役会は中国「会社法」に沿って作られた機関である。株主の利益を守るため、取締
役会及び社長（総経理）の行為に対し監督・監視を行う。会社法（第 118 条）は監査役の
構成について次のような内容を規定している。 
まず、株式有限会社（公司）に監査役会を置くことと、監査役会の役員は 3 人以上でな
                                                  
33 仲継銀『董事会与公司治理』、前掲書、67 頁を参照。 
34 川井伸一『中国上場企業―内部支配のガバナンス』創本社、2003 年、93 頁を参照。 
35 仲継銀『董事会与公司治理』、同書、67 頁を参照。 
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ければならないこと。次に、監査役会のメンバーは株主総会の代表と会社従業員の代表に
よって構成されていて、しかも従業員の代表が 3 分の 1 以上であること。最後に、監査役
会のなかには監査役会の会長（主席）がいること。会長は半数以上の監査役会のメンバー
の投票によって選ばれるものである。 
会社法（第 119 条）は監査役会以下のような権限を持っている。 
「①会社の財務を検査する 
②取締役、経営者が会社職務を執行する時に法律法規または会社定款に違反する行為を監
督する 
③取締役、経営者の行為が会社の利益に害を与える時に取締役と経営者に対してその是正
を要求する 
④臨時株主総会の開催を提案する 
⑤社定款に規定されている他の権限」36 
（2）上場株式会社の監査役会の実態 
 2000 年初めごろには、各株式会社における監査役会の規模がすでに 3 人以上という法定
基準に達している。これについては川井伸一の次のような証言がある。 
 「監査役会の規模は法定の最少人数が 3 人と規定されているが、上限の規定はない。湘
財証券による調査（2001 年）によれば、サンプル 941 社の監査役会の平均人数は 4.38 人で、
最少人数 2人（3社）、最大人数は 13 人であった。監査役を 2人しか置いていない 3社は法
定の最低基準に達していない。」37 
 しかし、当時の監査役会のメンバー構成において、従業員の代表は株主総会の代表より
遥かに少なく、3分の 1以上という法定人数に達していなかった。これについても、川井伸
一が上海証券取引上の 257 社に対する調査の結果に基づき述べた言葉がある。 
「監査役総数のなかで株主による選出は 50％、国家株主によるもの 25％、国有法人株主に
よるもの 44％、非国有法人株主によるもの 25％、国有法人株主によるもの 44％、非国有法
人株主によるもの 12％、内部従業員株主によるもの 11％、流通株主 7％であった。」38 
以上は、あくまで監査役会制度の実施状況であるが、その構成においてどのような特徴
があるのか。まず、特徴の 1つとしてあげられるのは、監査役会のメンバーが主に企業内
                                                  
36 黄海嵩『中国国有企業改革問題研究』、前掲書、134～135 頁。では川井伸一、前掲書、102～103 頁にお
いて日本語訳にされているが、中国原文を厳密に翻訳するために、日本語訳は参考として使った。 
37 川井伸一『中国上場企業―内部者支配のガバナンス』創土社、2003 年、104 頁。 
38 川井伸一『中国上場企業―内部者支配のガバナンス』、同書、104 頁。 
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部の管理職によって構成されていることと、党組織幹部が多いことである。以下では、「吉
林敖東薬業集団株式有限会社」の具体的な例をあげ、その特徴を説明する39。 
 「吉林敖東薬業集団株式有限会社」は、吉林省敦化市に位置し、1993 年 3 月に旧国営企
業から株式制企業に転換された製薬会社である。同社は 1996 年 10 月に深圳株式交易市場
での株式の上場を実現した。現在、「吉林敖東薬業集団株式有限会社」は企業集団の親会社
として 15の子会社を持っている。 
「吉林敖東薬業集団株式有限会社」の監査役会のメンバー構成は表 10 のようである。 
表 10で示したように、監査役会のメンバーは李利平監査役会長と 4人の監査役によって
構成されている。刁潤田を除くすべての監査役は企業内部で他の職を兼職している。注目
すべきことは、すべての監査役が共産党員である。また、従業員代表からのものは郭麗し
かいない。これは、従業員代表が監査役会メンバーの 20％しか占めていなく、会社法が要
求する 3分の 1に達してないことを意味する。 
 
表 10 「吉林敖東薬業集団株式有限会社」の監査役会の構成 
名前 職 兼職状況 学歴 党員 株主および
他の会社か
らの収入 
李利平 監査役会会
長 
執行取締役 大学 是 なし 
刁潤田 監査役 「延辺州国有
資 産 経 営 公
司」の職員 
大学 是 あり 
郭麗 監査役 労働組合の出
席 
大専（短期大
学） 
是 なし 
徐春風 監査役 会計（経理） 大専 是 なし 
趙大龍 監査役 貯運部の部長 大専 是 なし 
                                                  
39 私は、2009 年度「実践的公共学応用プログラム派遣事業」の支援を受け、2010 年 1 月に「吉林敖東薬業
集団株式有限会社」に訪れ、「中国の株式会社理論の展開と株式会社化政策の実施に関する調査」を行っ
た。以下のものは同時収集した資料に基づくものである。ただし、現在の監査役会のメンバー構成の内
容は会社の内部情報に関わるものであるため、ここで監査役の任期が 2008 年末までとなっているものを
あげる。 
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出所：作者作成。 
上場株式会社における監査役会には、以上のような特徴がある一方、また次のような 4
つの問題がある。1つ目は、監査役は取締役や総経理による指名が多い。2つ目は、監査役
会の以外にも党委員会、紀律検察委員会、行政監察部門、会計監察部門、従業員代表大会
など監査機関が多いということから、監督・監視の機能が発揮できない。3つ目は、監査役
側の情報の非対称性である。監査役の情報源は主として取締役会への参加、取締役会の報
告の閲覧、会社の取締役や管理者への聞取り調査などが多いため、独自の調査は極めて少
ない。4つ目はインセンティブ不足である。つまり、監査役の報酬が低いか報酬支払いを受
けないということである。40 
 
3 「旧三会」制度 
 
1）党委員会の役割 
文化大革命以降の国営企業における内部管理制度は、「党委員会指導下の工場長責任制」
と「党委員会下の従業員代表大会制」という「二本の柱」とした国営企業の内部管理体制
であった。それまでの国営企業における党委員会は、共産党の方針と上級政府機関の指示
に従う政策の執行部門であったと同時に、生産活動における重大問題の決定権をもつもの
でもあった。例えば、重大問題の決定には、経営政策の決定、各種計画、機構の変動、副
工場長や工程師や総会計師の任命、などの事項に関するものが含まれている。 
その後、中国政府は国有企業に対していろいろな改革措置をとった。注目することは、
各改革の段階で国有企業における党委員会の役割がかえられたのではなく、むしろその重
要性が強調されていた。特に、株式会社制度が導入されて以降、制度的に党委員会の位置
づけが一層高まった。その根拠は以下のようである。 
中国共産党の党規41の第 32 条では、国有企業における党委員会の職権を「中核的な政治
の役割を発揮し、企業の生産と経営の活動をめぐって仕事を展開する。党と国家の方針、
政策が企業で徹底的に執行されるように保証または監督をし、株主総会、取締役会、監査
                                                  
40 川井伸一『中国上場企業―内部者支配のガバナンス』、前掲書、106～107 頁を参考。 
41 これは、2007 年 10 月 27 日中国共産党第 17 回全国代表大会で修正された党規を根拠にしたものである。
「原文（发挥政治核心作用，围绕企业生产经营开展工作。保证监督党和国家的方针、政策在本企业的
贯彻执行；支持股东会、董事会、监事会和经理（厂长）依法行使职权；全心全意依靠职工群众，支
持职工代表大会开展工作；参与企业重大问题的决策；） 
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役会および経理（工場長）の法に基づく職権の行使を支持する。誠心誠意に職員群衆に依
拠し、職員代表大会の仕事が展開されるように支持をする。企業の重大事項の決定に参加
する。」42と規定している。ここで、党委員会が企業の重大事項の決定に参加できることは、
株主総会、取締役会、監査役などと同等に重要性があることを意味する。しかし、党規で
は党員会の重要性を強調するものの、国有企業において党委員会がどのような役割を果た
すかについては詳細に規定をしてない。 
だが、それを補う政策として、1997年 1月に発布された「国有企業での党建設的作業の
更なる強化と改善に関する中共中央の通知」（原文「中共中央关于进一步加强和改进国有企
业党的建设工作的通知」）がある。同「通知」では、国有企業を社会主義制度のもとでの企
業であることを強調した上で、共産党党員が企業の重要な事項の決定に積極的に参加する
ように呼びかけた。その重要な事項には次のようなものがある。「経営方針、発展企画、年
度計画と重大な技術の更新、技術の導入法案。財務予算、資産の再編及び資産運営に関す
る重要な問題。中級以上の管理者の選抜・採用と賞罰。企業における重要な改革法案また
は重要な管理制度の制定・修正。職員の利益に関わる重要な問題」43。 
その後、「通知」で記載されている内容は政府の政策の一貫として度々あげられている。
例えば、中国政府は、2005年 3月に「中央企業の党建設の強化と改善に関する中央組織部、
国務院国資産委員会の党委の意見」を発布し、党委員会が国有企業の政治的核心であるこ
とを強調しながら、党委員会が積極的に企業の重要な事項の決定に参加するように指示し
た。 
以上のように、中国政府が国有企業における党委員会を重視することはいうまでもない。
そもそも、株式会社制度のもとで、株主総会、取締役会、監査役会が 3 つの権力機関とし
て認識されている。しかし、国有企業に株式会社制度が導入されながら、党委員会の権限
が放棄されない場合、どのように権限が重なるのか。それを次の 2 つにまとめることがで
きる。①経営方針、発展企画、年度計画と重要な技術の改造、技術の導入法案、財務予算、
資産の再編及び資産運営などは株主総会の権限の範囲である。しかし、党委員会がこれら
                                                  
42 日本語の通訳は川井伸一、上掲書、108 頁を参照し、原文「国有企业和集体企业中党的基层组织，发挥
政治核心作用，围绕企业生产经营开展工作。保证监督党和国家的方针、政策在本企业的贯彻执行；支持股
东会、董事会、监事会和经理(厂长)依法行使职权；」（出所 http://www.sina.com.cn）を日本語に訳した
ものである。 
43 原文「经营方针、发展规划、年度计划和重大技术改造、技术引进方案；财务预算、资产重组和资本运作
中的重大问题；中层以上管理人员的选拔使用和奖惩；企业的重要改革方案和重要管理制度的制定、修改；
涉及广大职工切身利益的重要问题。」を日本語に訳したものである 
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に対する決定権をもっていることは株主総会の権限と重なることになる44。②党委員会が持
っている「中級以上の管理者の選抜使用と賞罰。企業における重要な改革法案と重要な管
理制度の制定、修正など」という権限は、取締役会の職権と重複するものである45。 
中国政府は、「双向侵入、交叉任職」という方法で党委員会のメンバーを「新三会」のメ
ンバーとして兼職させている。「双向侵入、交叉任職」とは、次の 2つのことを指す。1つ
は、党委員会のメンバーを取締役、監査役、社長（経理）に任命させることであり、もう 1
つは、取締役、監査役、社長（経理）のなかにいる党員を党委員会に受け入れることであ
る。 
川井伸一の先行研究によると、会社法の規定する役職（取締役、監査役、執行経営職）
のなかに党委員会のメンバーを配置させる方法が 3 つある。①会社役員の正職と党組織の
正職との 1 人兼職、②正職と副職との交叉配置、③党委員会委員（書記、副書記を除く）
と取締役、監査役、執行経営者とのあいだの兼職46。ここで、国有資産管理委員会が指摘し
た 120社の「中央級国有企業」のうち 3つの企業を選んで以上の 3つの方法を確認してみ
よう。 
 まず、第①の会社役員の正職と党組織の正職との 1 人兼職という措置に当てはまるのは
「中国第一汽車集団公司」（略称：第一汽車）である。第一汽車は中国の初めての車メーカ
として 1953年に設立された会社である。現在第一汽車は 31の子会社を持っており、その
うち「一汽驕車株式有限会社」、「天真一汽夏利汽車株式有限会社」、「長春一汽富維汽車零
部件株式有限会社」、「启明信息技術株式有限会社」という 4 社が上場株式会社である。徐
健一は本社の代表取締役であると同時に党委員会の書記を兼職している。また、彼は 4 つ
の上場株式会社のうち「一汽驕車株式有限会社」、「天真一汽夏利汽車株式有限会社」、「启
明信息技術株式有限会社」という 3社で代表取締役になっている。ただし、「長春一汽富維
汽車零部件株式有限会社」の代表取締役は本社で総経理兼党委員会の委員である騰鉄騎氏
                                                  
44 株主総会の権限には「①会社の経営方針と投資計画の決定、②会社の年度財務予算案と決算案の審議承
認、③会社の年度利潤配分案と欠損補填案の審議承認、④会社の登録資本の増減についての決議、④会社
の社債発行についての決議、⑤会社の合併、分立、解散及び清算などの事項についての決議、」（会社法 100
条）などの内容がある。 
45 取締役会の権限には「会社社長（総経理）任用しまたは解任する。社長の指名に基づき、会社の副社長、
財務責任者を任用しまたは解任し、その報酬事項を決定する」（会社法 109 条）という内容がある。 
46 川井伸一『中国上場企業―内部者支配のガバナンス』、前掲書、109～110 頁。 
34 
 
によって担当されている。これは第③の措置でもある47。 
 次に、第②の正職と副職との交叉配置に当てはまるのは「宝鋼集団有限公司」である。
当社は、1978年上海で設立された会社をもとに、1998年から上海鉄鋼会社、新彊八一鉄鋼
会社、杭州鉄鋼集団公司などの合併を通じて、中国での規模が一番大きい鉄鋼会社に発展
してきた。現在は 20の子会社を持っており、その中で「宝鋼株式有限会社」、「八一鋼鉄株
式有限会社」、「上海宝信軟件株式有限会社」、「広東韶鋼松山株式有限会社」という 4 つの
会社が上場株式会社である。本社の代表取締役は党委員会の常務である徐楽山になってい
るのに対し、党委員会の書記である劉国勝が副取締役になっている48。 
 最後に、「長春一汽富維汽車零部件株式有限会社」と「宝鋼集団有限公司」の子会社「広
東韶鋼松山株式有限会社」は第③のケースに当てはまる。「長春一汽富維汽車零部件株式有
限会社」の代表取締役は、本社の総経理兼党委員会の委員になっている騰鉄騎氏である。「広
東韶鋼松山株式有限会社」での兼職状況は次の通りである。余子権は代表取締役と党委員
会書記を兼任している。葛弘模は監査役と党委員会の副書記を兼任している。また、張坤
明は監査役と党支部の書記を兼任している49。 
 中国政府は、国有企業の重要事項を決定する際、党委員会と取締役会とのあいだに決定
権をめぐって必ず矛盾が出ることを予想し、それを解決するために、「双向侵入、交叉任職」
という方法を採用した。しかし、そうすると国有企業における経営者は 3 つの役割を果た
さなければならないことになる。 
① 経営者は大株主のエージェントであるため、株主のために経営状況を改善し、利益を
創出する必要がある。 
② 大株主が国家であるため、経営者は社会的な全体利益を考慮しなければいけない。 
③ 党組織の一員として、経営者は党組織の役割を果たす必要がある。 
 この問題に対して、川井伸一は次のように指摘している。「このような兼職をとおして、
会社役員のなかに党員幹部を配置し、他方で当委員会のなかに経営役職者を配置するので
ある。もしこの方針が文字とおり実現されるならば、党組織の指導幹部と会社の経営指導
職とは人的に一体化されることになるだろう。それはまた、党組織が会社の重大問題の意
                                                  
47 中国第一汽車のウェブサイト「公司领导成員」を参照。
http://www.faw.com.cn/gyjt_index.jsp?page1=/jtjj/index.jsp&ption=1 
48 宝鋼集団有限公司のウェブサイト「董事会成員」を参照。
http://www.baosteel.com/group/02about/ShowArticle.asp?ArticleID=4261 
49 広東韶鋼松山股分有限公司のウェブサイト「公司簡買介」を参照。
http://www.sgss.com.cn/text.jsp?urltype=tree.TreeTempUrl&wbtreeid=10700 
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思決定に関与する場合に、党組織の意思を会社機関に伝達し反映させ、会社機関の考えを
党組織に伝えるための組織的保証を与えることになる。そして、この経営指導部の人事配
置に対する方針を、当然にも、経営役職者（取締役、監査役）を選出するプロセスに党組
織が関与することを意味している」。つまり、彼の議論では党組織の役割が最優先させられ
るとしている。 
 しかし、エージェンシー理論の観点からこの問題を見る場合、結局この問題は二重のエ
ージェンシー問題である。「双向侵入、交叉任職」という人事の配置によって、党組織の代
表と経営者という全然違う役が 1 つにまとめられることになる。つまり、経営者は株主の
エージェントになる同時に、党組織のエージェントにもなる。したがって、問題は、党組
織の代表が必ず企業をうまく運営することができるとは限らなく、企業の運営にうまい経
営者が必ず党委員会の仕事をこなすとはいえない。その結果、経営者は両権限のどちらか
を選び、ひたすら 1 つだけの権限に専念する可能性があれば、両権限のどちらにも専念し
ない可能性もある。 
 
2）労働組合と職員代表大会の役割 
 中国の労働組合（工会）は、「中華全国総工会」を本部として、省（自治区・直轄市）、
市（自治州）、県という行政区域のレベルごとに総工会が設置されている。さらに、各行政
区域のレベルでは、産業別の組織構造になっている。 
 中国の労働組合の法律上の位置付けは「工会法」に基づくものになっている。「工会法」
では中国の労働組合を「工会は労働者・職員が自発的に結合した階級的大衆組織である」（第
２条）と位置付けた上で、「中国国内の企業、事業単位、機関において、賃金収入を生活の
来源とする肉体労働者及び頭脳労働者、民族、種族、性別、宗教上の信仰、教育程度に関
わらず、すべて工会を組織し、工会に加入する権利を有する」（第 3条）と規定した50。 
 国有企業における労働組合の役割に関しては、1988年度の「全民所有制工業企業法」と
2006年の「会社法」（公司法）に依拠する。「企業法」では、国有企業における労働組合を
「労働組合は職員代表大会の管理機関である。労働組合が職員代表大会の日常業務を行う」
（51条）と規定している。また、「会社法」の第 18条では、次のような労働組合に関する
内容が記載されている。会社の労働組合は、職員の代表として、法律に基づき会社側と職
員の労働報酬、労働時間、福利、保険及び労働安全・衛生などの事項に関して集団契約を
                                                  
50 千嶋明『中国の労働団体と労使関係』社会経済生産性本部、2003 年、17 頁。 
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結ぶことである。ここで、法律に基づくというのは「工会法」のことを指している。 
 職員代表大会制度は、党委員会や労働組合と同じく、旧国有企業の時代からあったもの
である。経済改革開放の最初の段階では、中国政府は職員代表大会を通じて国有企業の管
理の改善を狙ったが、実は職員代表大会の職権がほかの権限に牽制されていた。例えば、「工
場長責任制」の改革を実施に当たって、中国政府は職員代表大会に企業の重大事項の決定、
行政リーダの監督、職員の権益の保護などの権限を与えた。しかし、職員代表大会は、審
議や決議などの権限51を持つものの、管理の面では工場長の行政管理と生産管理に従わなけ
ればならなく、政治的には党委員会に従って党の方針と国家の政策を貫徹しなければなら
なかった52。 
 「全民所有制工業企業法」では、国有企業における職員代表大会の権限を「取締役会の
職員代表の選挙と監督。職員代表からの監査役員の選挙と監督。会社の生産経営での重大
問題の参加または議論。特に、職員の給料、福利、安全生産及ぶ労働保護、労働保険など
の労働者の利益にかかわる問題。取締役、経理などの上級管理者を民主的に評価または監
督し、関係部門に賞罰や任免の提案を提出する。法律と法規、会社の規定で与えられた職
員代表大会が審議と採決する他の事項の審議と採決」53と詳しく決めている。「会社法」で
は、職員代表大会の職権が明確されていない。しかし、2つ以上の国有投資会社が主体にな
って有限責任会社を設立する場合、あるいは国有独資会社では必ず職員代表大会の設立が
要求されている。 
 以上は、国有企業における労働組合と職員代表大会の法律的位置付けと役割である。で
は、中国では従業員のコーポレート・ガバナンスへの参加がどのような状況になっている
                                                  
51 「全人民所有制工業企業従業員代表大会条例」の第 7条では、職員代表大会の審議・決議権が次のよう
に規定されている。① 定期的に工場長の仕事報告の聞き取り、経営方針、長期と年度報告、重大な技術
の革新計画、職員の訓練計画、財務予算・決算、資金の分配と使用法案などに対する意見の提議、また上
述した法案に対する実施の決議、②企業の経済責任制法案、給料の調整計画、奨励金（奨金）の分配法案、
労働保護措置法案、賞罰仕方及び他の重要な規則などに関する工場長提議の審議と許可③職員の福利基金
の使用法案、職員住宅の分配法案及びほかの職員の生活福利に関わる重大事項の審議と決定、④企業の各
級幹部の評議と監督、また賞罰と任免に関する意見の提案、⑤主管機関によって企業の行政幹部が免職さ
れる時、必ず職員代表大会の意見を十分に考慮すべきである。企業の上級主管部門の指示に従って、民主
的に工場長の推薦または民主的に工場長の選任をし、主管機関に審査後の許可を受ける。 
52 重大事項の決定、行政リーダの監督、職員の権益の保護などの権限に関しては、「全人民所有制工業企業
従業員代表大会条例」の第 3条を参考。工場長の行政管理と生産管理に従うことについては「条例」の第
5条、政治的には党委員会に従って党の方針と国家の政策を貫徹するに関しては「条例」の第 4条を参照。 
53 劉銀国『国有企業公司治理研究』中国科学技術大学出版社、2007 年、133 頁。 
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のか。以下では、国有企業における労使関係を見るうえで、従業員のコーポレート・ガバ
ナンスへの参加の可能性を検討する。 
 
3）労使関係 
建国後の中国の労使関係は 2つの段階に分けて説明をすることができる。1つは 1986ま
での労使関係であって、もう 1つは 1986年以降の労使関係である。 
（1） 1986年までの労使関係 
 建国後、中国政府は旧ソ連から国営企業に「固定工制度」と「等級賃金制度」を導入し
た。その後、国営企業で両制度の実施は 1986年まで続いた。 
 「固定工制度」とは、計画経済期の国営企業で実施された雇用制度のことで、政府が雇
用条件を作り、また政府が従業員（工人）の就職や転職を決定する。「固定工制度」のもと
で、従業員が一旦国有企業に採用されたら一生の生活が国家によって保証される。当時、「固
定工制度」の導入には次のような歴史的背景が原因となった。「①建国後の深刻な失業問題、
②50 年代初期に工業化が本格的に展開され、熟練労働力が極めて不足、③労働者が「主人
公」という理念を実現化させる必要性」54。つまり、それは、当時の中国政府にとって社会
主義制度を作るために、急いで解決しなければいけない社会問題、国営企業の現状問題お
よび政治問題であった。ここで、注目すべきことは国営企業の従業員を「主人公」と名付
けたことである。「主人公」には、従業員が国営企業の労働者だけではなく、国家財産の所
有者であるという意味がある。中国ではマルクス主義のイデオロギーを取り入れ、資本主
義国家での資本家を企業の生産財の所有者としてとらえている。それと区別し、中国政府
は、国営企業での生産資料の所有者は資本家ではなく、全体人民であると定めた。したが
って、国営企業の労働者は「主人公」と名付けられた。 
 国営企業の従業員は「工人」と「幹部」という二種類がある。「工人」とは一般の労働者
のことを意味し、「幹部」とは企業の職員と技術者のことを指している。「工人」に適応す
る賃金制度は「八級賃金制度」であるのに対して、「幹部」に適応する賃金制度は「幹部・
技術者等級賃金制」である。 
 「八級賃金制度」とは、賃金の等級が八つの等級に分けられ、また地域別に各等級が 12
の賃金基準（賃金率）に設定されている「能率主義」55的な賃金制度である。各国営企業で
                                                  
54 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』御茶の水書房、2000 年、41 頁。 
55 当時、「能率主義」的な賃金制度の導入は次のような中国政府が定めた原則のもとで行われたものである。
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は、職場ごとに等級が設定されており、さらに各等級を決めるための作業の熟練度、技能
水準、技能考課、昇級のなどの基準が詳細に設けられている。「幹部・技術者等級賃金制」
においても地域別、職場別に詳細な標準が設けられている。「幹部・技術者等級賃金制」の
賃金基準は「八級賃金制度」の基準より高いものになっている。李捷生によると、「八級賃
金制度」の最高級は「幹部・技術者等級賃金制」の高級序列の中級にあたる課長クラスの
レベルしかならない。また、彼によると、事実上「八級賃金制度」での 4 級以下は労働者
年齢別の生活給の要素が強いものであるに対して、4級以上は熟練と技能度を反映するもの
である。 
 ここで、旧国営企業時代の労使関係を述べる前に、李捷生の「固定工制度」の評価を見
よう。李捷生の「固定工制度」に対する評価は次のようである。「国家は労働者の労働権を
保障するという約束と引き替えに、労働力の処分権を獲得したと言ってよい。こうして労
働者は労働力指標として計画的配分の対象とされながらも、生涯にわたって国家から生活
保障と職業安定など「固定工」としての権利を獲得した。「固定工」の権利を裏付けに、労
働者に国家の計画的配分に従う義務を課すという雇用関係が作り出されていた」56。 
ここで注目されるのは経営者が登場しないことである。つまり、国営企業での労使関係
の当事者は経営者と労働者の関係ではなく、国家と労働者の関係となっている。国家は労
働者の採用を決めた時点で、労働者の生涯の生活が保障されることはうえで述べたとおり
である。しかし、この制度には問題がある。国家は従業員を「主人公」と名付けた以上、
従業員が法律に違反しない限り従業員を解雇することができない。したがって、国営企業
は仕事に頑張らない怠けものの温床になる可能性は充分あり得る。もう一方、従業員にと
っても、従業員の労働の自由が国営企業によって縛られている。まず、「固定工」制度のも
とで、政府が従業員の就職や転職を決定するため、従業員は自由にやめること、あるいは
ほかの企業に転職をすることが難しい。次に、国営企業では、仕事の内容はすべて国家の
計画によるものであって、また企業の利潤をすべて国家に上納しなければいけない。ゆえ
に、従業員は、製品の販売や経営利益を考えずに、専ら国家が建てた計画の通りに生産を
して、任務を完成すればいい。最後に、建国後の労働者は全体的に技術と知識のレベルが
                                                                                                                                                 
「賃金増加を合理的に抑え、高蓄積率を維持・確保すること、②『労働に応じる分配』の原則と国家の工
業化政策に基づいて、重工業部門、技術者、熟練労働者の賃金を引きあげること、③熟練労働と非熟練労
働の間に明白な格差を付けること、④能率給、出来高払給を取り入れること」、李捷生『中国「国有企業」
の経営と労使関係』、前掲書、46 頁。 
56 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』、同書、43～44 頁。 
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高くなかったため、「等級賃金制度」で労働者間の技術的格差を判断することは、事実上階
層的な身分差別を作ることになる。同じく、一般の労働者と幹部・技術者の間にも階層的
身分差別の問題が存在する。 
（2）1986年以降の労使関係 
 国営企業での雇用制度の改革は、最初は「契約工制度」57の導入から始めまったものであ
る。1982年同時国務院に所属する人事労働部は、「『国営建築企業で契約工制度の試行弁法
の実行』の通知」を発布し、国営建築企業だけでの「契約工制度」の試行を決めた。同通
知は、基本的に「固定工」を増やさない方針で、新規従業員対して「契約工制度」を実施
した。ただし、退役軍人と大学の卒業者、技術専門学校の卒業者はその対象にならなかっ
た。1983年から「契約工制度」の試行は、政府の重点企業である「首都鋼鉄公司」でも行
い、その後全国のすべての国営企業に広まった。政府が国営企業で正式に「契約工制度」
を実施するように決定したのは 1986年のことである58。 
このように、中国政府の決定により「契約工制度」は試行段階から実施段階に入った。
しかし、国営企業の雇用制度は「固定工制度」から「契約工制度」に変わったとはいえ、
契約工に対する政治的位置づけや賃金に関する規定は変わりがなかった。政治的には同じ
く「主人公」になっていて、給料や奨励金の計算方法は固定工に実施したものと同じであ
った。しかし、李によれば、当時の契約工制度の導入には次の 3 点で意義がある。①雇用
関係が企業と従業員の間で結ばれるようになった点、②契約工に固定工と同じ「政治的権
利」を与えることで大量解雇が発生しない点、③従来の「固定工制度」は企業改革と能率
管理を制約する要因であったが、「契約工制度」の導入によってその制約要因を根本的に断
ち切ることができる点。59 
1987 年 10 月国務院の労働人事部は経営請負制を導入したすべての国有企業を対して、
「優化労働編成」という方針と打ち出した。その内容は具体的に「原則として、経営請負
制を導入したすべての国有企業は労働編成と持ち場の人員配置を合理化し、契約化管理を
                                                  
57 李捷生の解釈のよると、「契約工制度」とは「雇用条件・義務・契約期間をめぐって、労働者が、企業と
雇用契約を結び、雇用契約に基づいて就職する制度」である。 
58 1986 年政府は「契約工」制度を始めるために、次のような 4つの国務院からの規定を公布した。①「国
営企業契約労働制実施暫定規定」（原文「国営企業実行労働合同制暫定規定」）、②「国営企業労働者募集
暫定規定」（原文「国営企業招用工人暫定規定」）③国営企業紀律違反従業員除名暫定規定」（原文「国営
企業辞退違紀職工暫定規定」）④「国営企業職員失業保険暫定規定」（「国営企業職工待業保険暫定規定」） 
59 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』、前掲書、214～215 頁を参照。 
40 
 
推進する試験を行わなければならない」というものであった。 
その方針を受け、1988年 1月から国有企業の中で「宝鋼」がはじめて「全員契約化管理」
という労働改革を行った。「全員契約化管理」とは、「「幹部」（職員・技術者）層における
「職務」の再配置と、労働者層における「持ち場」の再編成を通じて、要因合理化の推進
と労働管理の強化をはかろうとする」60ものであった。「全員契約化管理」では、「幹部」と
「工人」の職場を再配置するために、「幹部招集制」（原文「幹部招聘制」）と「持ち場契約
制」（岗位合同制）というそれぞれ違う二つの制度を実施した。 
「幹部招集制」とは、職種ことでの上司と部下の間で招集契約を結ぶことによって、部
下の雇用を決定する制度である。例えば、当時の「宝鋼」での「幹部」の上下関係は次の
ようなものである。「企業長→工場長（高炉工場長など）部長・処長→車間（職場）主任・
課長（日本でいう「係長」）作業長と科員（日本でいう「係員」）」。すなわち、企業長は工
場長・部長・処長と契約を結び、また工場長・部長・処長らが下の車間（職場）主任・課
長・作業長・科員と契約を結ぶ。 
この制度では、才能ある人の採用、親戚や縁故の関係者との契約禁止、老弱者・妊婦の
排除の禁止、「怠けものとだらしがない者」の禁止などが方針になっていた。しかし、だい
たい次のような人たちは契約から外され、「待聘人員」（採用を待つ者）となる。①職務の
遂行能力がない人、②定員と職務の数による制約で、招集されないもの、③招集を断り、
移動を要請するもの。では、「幹部招集制」の導入によって何が変わったのか。それを見る
ため、まず、李が上げた「幹部招集制」の特徴を見よう。李のまとめは次のようである。 
第一に、管理層における上司と部下の関係は招聘者と被招聘者との個別的「契約」関係
として再編されているということである。 
第二に、招聘「契約」は、職制における招聘者＝上司の相対的強い立場と被招聘者の相
対的弱い立場を前提に成立しているものであり、「原則」を基礎におく真の契約関係ではな
い。 
第三に、招聘「契約」の成立より、上司と部下との責任関係が明確化し、職制における
管理・服従関係が確立されることになる。 
第四に、職制の管理機能を強化することが期待された。というのは、上司が 3 年間とい
う契約期限の継続を中止する権限をもっていること、それにより、部下が常に「企業内待
聘（失業）」に転落する可能性が生じたことは、被招聘者に対する大きな脅威となるからで
                                                  
60 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』、前掲書、341 頁。 
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ある。 
 以上のように、「幹部招集制」は上司と部下の間で行われた職務契約である。契約後、上
司は部下に対して指揮、懲戒、考課と奨励という権限をもっており、部下は絶対的に上司
に従わなければならない。また、この意味で、「幹部招集制」上下管理者の間に強弱関係が
強いため、部下にとって管理機能を強化することできる。 
「持ち場契約」制とは、「工人」にあたる労働者を対象に、「平等かつ自主的な協議を通
じて合意を果たす」を原則とするものであ。「持ち場契約」制では、「幹部招集制」と違っ
て、第一線の経営監督者（作業長・班組長）から「工人」の採用の仕組みだけではなく、「工
人」から経営監督者の選ぶ仕組みもが設けられている。また、「持ち場契約」では、勤務態
度が良い高齢者、体の弱い者、病弱者、妊婦、哺乳中の女子労働者に対して契約から排除
してはならないという規定がある。しかし、次の 4 つのケースのなかで 1 つがある場合契
約から排除するものになる。①生産任務が達成できないもの、②出勤しても仕事をしない
もの、③消極的に怠業をするもの、④企業の各種規則と労働規律に違反し注意しても改善
しないもの61。 
さらに、1988年国務院と国家体制改革委員会は、従来の「固定工制度」の慣行によって
労働力の合理的移動や労働生産性の向上が妨げられると認識し、全国の国有企業に「優化
労働編成」制度を実施するよう呼びかけた62。 
とりわけ、その方針によって、それまで新採用の従業員だけが「契約工制度」の対象で
あったものが、前の「工人」と「幹部」にあたるすべての従業員が「契約工」となった。 
 従来の「固定工制度」では、従業員を「工人」と「幹部」という 2 つの階層に分けて、
違う採用制度や賃金制度を実施した。しかし、「契約工制度」では「工人」や「幹部」とい
う名称がなくなり、どのような職種であっても同じ賃金制度を実施した。 
 この時期から、「契約制度」とともに導入したものには従業員の資格制度がある。新しい
制度のもとでは、「工作者」があらゆる従業員の呼名となった。そして、「工人」にあたる
ものを「操作工作者」と呼び、「幹部」にあたるものを「管理工作者」と呼んだ。「操作工
作者」に対しては、①「初級工」②「中級工」③「高級工」④「技師」という 4 つのレベ
ルの資格制度が設けられている。「管理工作者」に対しては、具体的な仕事に携わることに
よってその仕事の名前をづける形で 4 つのレベルに分けられている。例えば、会計の仕事
                                                  
61 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』、前掲書、350 頁。 
62 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』、同書、341 頁を参照。 
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に携わる人には、①「会計員」、②「助理会計師」、③「中級会師」、④「高級会計師」とい
う資格がある。統計の仕事をしている人には、①「統計員」、②「助理統計師」、③「中級
統計師」、④「高級統計師」という資格がある。 
「管理工作者」には、短期大学や大学から出たものが厳しい選抜試験を受けて合格した
者が多い。こういう面では、「操作工作者」の採用より厳しいものになっている。各職業で
の資格昇進に関しては、学歴と職歴の条件に満たすものが資格試験を受けて、資格試験に
合格した者だけが昇進することができる。資格試験は、1980年代では企業内で行われたも
のであったが、1990年代から全国の統一試験になった。 
 改革開放後、賃金制度の改革は 1982年「浮動賃金制」63の試行から始まったものであっ
た。「浮動賃金制」では、賃金の構成を①基本給（基本工資）、②職務給（職務工資）、③職
歴給（工齢工資）、④浮動給（浮動工資）という 4つの部分に分けて計算する。従業員の基
本給、職務給、職歴給に関しては、「幹部・技術者等級賃金制度」と「八級賃金制度」を実
施した時代にもあったものであるが、浮動給は同時の国有企業に対して行った「経済責任
制」の改革に合わせようとしたものである。浮動賃金とは一体どのようなものかという。
李によると、当時の首都鋼鉄公司は公司の利潤指標の達成を前提にして、毎年奨励基金の
20％を取り出し、従業員の 30％に対する賃金昇給に用いた。 
 以上のように、1982年の賃金制度の改革は、旧「幹部・技術者等級賃金制度」と「八級
賃金制度」のもとに「浮動賃金制」を取り入れただけであって、旧賃金制度対する根本的
な改革ではなかった。 
また、その時「浮動賃金制」の試行に続き、導入された賃金制度にはもう 1 つ「職務・
持ち場別等級賃金」というものがある。そして、この賃金制度は現在でも国有企業で引き
続き実施されている。「職務・持ち場別等級賃金」と言えば、1984年首都鋼鉄公司での実施
されたものが典型的な例として知られている。首都鋼鉄公司で実施した「職務・持ち場別
等級賃金」にはつぎのような意味が含まれている。「持ち場別に異なった賃金等級幅を設定
したことによって、持ち場の差異を峻別し、持ち場の転換による昇給の拡大を可能とする
だけではなく、同一持ち場においても実績があがれば、一定の賃金等級幅の範囲内で昇給
していくことができる」64。 
 
                                                  
63 李捷生は浮動賃金制を「「経済責任」の達成に応じて、個々人に賃金等級表における昇給の道を開く内部
昇進制度である」と定義している。同書、209 頁。 
64 李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係』、前掲書、211～212 頁。 
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4 従業員のコーポレート・ガバナンスへの参加の可能性 
 
1）制度的可能性 
 中国は、社会主義制度を実施していることから、国有企業の職員を国家または企業の「主
人公」と高く位置づけている。そして、国有企業におけるコーポレート・ガバナンスへの
従業員参加は次の 4つの法律によって保障されている。 
 まず、中国の憲法の第 16 条では、「国有企業は法律規定に基づいて、職員代表大会また
はほかの形式を通じて、民主的管理を実行する」65ように規定している。つまり、職員代表
大会制度は国有企業管理の 1つの形態である。 
 次に、「全民所有制工業企業法」では、職員代表大会の権限の内容を「取締役会の職員代
表の選挙と監督。職員代表からの監査役員の選挙と監督。会社の生産経営での重大問題の
参加または議論。特に、職員の給料、福利、安全生産及ぶ労働保護、労働保険などの労働
者の利益にかかわる問題。取締役、経理などの上級管理者を民主的に評価または監督し、
関係部門に賞罰や任免の提案を提出する。法律と法規、会社の規定で与えられた職員代表
大会が審議と採決する他の事項の審議と採決」66と規定した。 
 また、1996 年国務院が 100 社の国有企業を現代企業制度の試行企業とした際、「中華総
工会」は、職員に対する民主的管理を呼びかけると同時に、職員が積極的に企業経営と管
理に参加するよう法案を提出していた。 
 最後に、中国の「会社法」においても職員代表大会制度による民主的管理（第 18条）を
強調するだけではなく、職員による経営と管理の参加制度が設けられている。例えば、「有
限責任会社」と「株式有限会社」では、監査役会の中には職員代表が 3 分の 1 以上を占め
ること、また、国有独資企業の取締役会と監査役会のメンバーには必ず職員代表がいるこ
と（55条と 68条）が記載されている。 
 
2）制度的限界 
 以上は、国有企業の職員がコーポレート・ガバナンスへの参加の可能性を 4 つの法律か
らその根拠を持ち出されたものである。しかし、国有企業に株式会社制度が導入されて以
降、従業員のコーポレート・ガバナンスへの参加には制度的な限界以外にも、新たに発生
                                                  
65 中国語「国有企业依照法律规定，通过职工代表大会和其他形式，实行民主管理」の訳である。 
66 劉銀国『国有企業公司治理研究』、前掲書、2007 年、133 頁。 
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した問題もがあった。 
職員代表大会が職員権益を守る最大の権力機関として位置付けられていることは、上で
述べたとおりである。しかし、国有企業に株式会社制度が導入されて以降、職員代表大会
の役割は「新三会」によって代替され、職員代表大会制度と「新三会」制度の間には法律
的に矛盾点がある。 
まず、「会社法」では株主総会が会社の権力機関と位置付けられている（第 37条と第 99
条）。これは職員が国家または企業の「主人公」という主旨と矛盾している。 
次に、国有独資企業以外の「有限責任会社」と「株式有限会社」における取締役会の規
定には、職員代表が含まれていない。ただ、「国有独資企業」に関する条例では、職員代表
が取締役のメンバーに入ることに関する定めがあるが、その比率について明確していない。
これは、職員代表が会社の重要事項の決定から外されることになる。   
最後に、監査役会に関する条例では、そのメンバーの中に 3 分の 1 以上が職員代表であ
ることが記載されている。しかし、それはドイツの制度で規定された 2分の 1より少ない。  
このように、中国の憲法や労働法では職員の経営と管理への参加許されているが、「会社
法」に依拠する場合、職員の経営管理に参加する範囲は、3分の 1の監査役会への参加権だ
けである。 
3）「通翻事件」からの示唆。 
 上述したように、中国の従業員代表大会は、制度的に高く位置づけられているものの、
株主総会、取締役会、監査役会という「新三会」制度と重なるものが多く、実際「新三会」
制度によって空洞化されている。これは「旧三会」制度と「新三会」制度が重なって生じ
た問題でもある。以下では、2009年 7月に吉林省で起きた「通翻事件」を通じて、国有企
業の中で職員代表大会制度がいかに無力であったかを説明する。 
 「通鋼集団」は、吉林省に位置し、鉄鋼を生産する企業集団である。それに対して、「建
龍集団」は、本社が北京にある企業集団である。「建龍集団」は、2005年から「通鋼集団」
に対する資本投資を始め、2009年 7月まで「通鋼集団」の株式 36.16％を買い集め、吉林
省国有資産管理委員会に続き（46.64％）、第二の大株主になった。しかし、「建龍集団」の
狙いはそれだけではなく、さらなる買収計画を立てて、それを吉林省の「国有資産管理委
員会」に申し出た。 
吉林省の「国有資産管理委員会」は、前の年に「通鋼集団」の赤字経営に苦しんでいた
ため、解決策として持っていた株式のすべてを「建龍集団」に譲ろうとした。そして、2009
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年 7月 24日に「国有資産管理委員会」の代表は、「建龍集団」の代表とともに「通鋼集団」
の従業員に対して説明会を行った。しかし、当日 1000人余りの従業員が集まって、その決
定に反対した。実態はそれだけではなく、従業員らは「建龍集団」からの常住代表である
陳国軍に殴りかかって死亡させた。結局、3日後の 7月 27日に吉林省の「国有資産管理委
員会」はその買収計画を取り消した。 
この事件の原因は、従業員代表大会の事前審議を行わないで、第一株主と第二株主だけ
が協議し、企業買収という重要な事項を決めたからである。もし、事前に従業員代表大会
制度を通じて、その買収審議が行われば、このような殺人事件はなかった。従業員のなか
には旧国有企業時代からの従業員が多く、企業が従業員のものである思想が残っている。
しかし、第一株主である吉林省の「国有資産管理委員会」と第二株主である「建龍集団」
は、それを無視して企業買収を決めた。ゆえに、この事件は「新三会」制度と「旧三会」
制度が矛盾する典型的な例だといえる。 
 
まとめ 
 コーポレート・ガバナンスの国際比較において、日本の企業は「多元的企業概念」と
して意味づけられた。それは、企業がすべての利害関係者のものと考え、しかも従業員が
中心的利害関係者であるという視点からのものである。しかし、日本の内部統治構造では
問題が経営者であった。 
日本の株式会社は、法律上、株主総会、取締役会、監査役会という 3 つの権力機関が設
けられている。ここで問題は経営者である。経営者は、株主総会に先だって、積極的に株
主から委任状を収集するだけではなく、企業の不祥事など違法行為にまで及んでいる。ま
た、現実には執行役が取締役を兼任することが問題になっている。そのため、経営者は監
査役の人事権までを握っており、監査役を無機能化にさせている。このように、問題児に
なっている経営者はだいたい 2つの特徴がある。1つは、経営者のキャリアには内部昇進型
経営者が多いこと。もう 1つは経営者の「従業員性」である。 
一方、伊丹敬之は「従業員主権」という言葉を使って、日本のコーポレート・ガバナン
スの特徴づけをしている。しかし、注目すべきことは、「従業員主権」にはパートで働く人々
や女子社員が含まれていないことである。 
 こうした日本の現状に対して、そもそも、中国は党委員会、従業員代表大会、工会と
いう「旧三会」があって、現在でも従業員のコーポレート・ガバナンスへの参加が法律に
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よって保障されている。しかし、株式会社においてそれを論じようとする場合、その制度
が株式会社制度と矛盾があって、日本のような「従業員主権」が実現するまでには限界が
ある。その原因は、中国の特独な株式所有構造にある。中国は株式会社制度を導入してか
ら、すでに国家株を中心とした株式所有構造システムを作り上げた。また、国家株が中心
であるため、株式会社の内部統治構造づくりにおいても、党委員会の役割を強調する監督・
管理システムを取り入れようとした。つまり、株式会社における株主総会、取締役会、監
査役会という 3 つの権力機関に「双向侵入、交叉任職」という方式で党委員会のメンバー
が配置された。したがって、中国の株式会社における内部統治の問題として、次の 3 点に
注目したい。1 点目は、株主総会において国家機関が主導権を握っていること。2 点目は、
取締役が筆頭株主会社からの派遣が多いことと、旧国有企業時代の工場長や党支部書記が
ほとんどであること。3点目は、監査役会のメンバーのほとんどが共産党員によって構成さ
れていて、兼職者が多いこと。 
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